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本報告書は、文部科学省の科学技術試

験研究委託事業による委託業務として、

株式会社日立製作所が実施した平成 30 年

度アトミックスケール電磁場解析プラッ

トフォームの成果をとりまとめたもので

す。 
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Ⅰ．委託業務の目的 

１．１ 委託業務の題目 

「アトミックスケール電磁場解析プラットフォーム」 

 

１．２ 委託業務の目的 

本事業は、産学官が共用可能な研究施設・設備等について、その整備運

用を含めた施設間のネットワーク構築により、高度な計測分析機器を中心

としたイノベーション創出のためのプラットフォームを形成するとともに、

日本の研究開発基盤の持続的な維持・発展に貢献することを目的とする。 

本プラットフォームでは、原子分解能・超高圧ホログラフィー電子顕微

鏡をはじめとする原子レベルの分解能を有する電磁場計測装置及びその技

術を、国内外の第一線の材料研究および量子物理分野等の課題解決に広く

活用できるよう共用プラットフォーム化し、イノベーションの創出を目指

す。 

 

Ⅱ．平成３０年度の実施内容 

２．１ 実施計画 

原子分解能・超高圧ホログラフィー電子顕微鏡を有する株式会社日立製

作所研究開発グループ（以下「日立製作所」という）を代表機関として、

ホログラフィー電子顕微鏡装置とその技術を保有する国内の３研究機関で

構築した運営体制を維持継続して、さらなる普及と装置共用を推進してい

く。 

 

（ⅰ）委託機関（代表機関）としての業務 

【機関名：株式会社日立製作所研究開発グループ基礎研究センタ】 

①プラットフォーム運営体制の構築 

電子線ホログラフィーでそれぞれ特徴のある国内３機関を実施機関とし、

プラットフォームのリエゾン業務とコーディネーター業務は代表機関、す

なわちコーディネーターとそれを補助する実施担当、および業務主任者で

実施する。それぞれの機関のサポート部門は、運営、広報、財務等の業務

をサポートする体制である。運営委員会は、コーディネーター、各機関の

業務主任者、担当責任者および実施担当で構成され、プラットフォームの

運営指針を決定する。また外部有識者にアドバイザーに就任いただき採択

課題の選定や結果の妥当性、実験方法への助言などを頂く。さらに、二つ

の研究機関に協力機関になっていただき、電子線ホログラフィーや超高圧

電子顕微鏡に関する技術面や装置利用課題の選定方法のような運営面に関
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するアドバイスを必要に応じて受ける体制となっている。 

 

②利用支援体制の構築 

装置利用支援のために電子顕微鏡技術者を各実施機関に数名ずつ配置す

る。具体的には次項の“実施機関としての業務”にそれぞれの実施機関ご

とに記載する。どの実施機関においてもそれらの技術者は計測対象試料の

作製、装置の操作、結果の解析などのエキスパートである。さらに必要に

応じて研究所内の磁性、電子顕微鏡以外の計測、シミュレーションのエキ

スパートのアドバイスを得ることができる環境にある。 

実施機関としての日立製作所は、原子分解能・ホログラフィー電子顕微

鏡（１．２ＭＶ）と超高圧ホログラフィー電子顕微鏡（１ＭＶ）の２台の

超高圧ホログラフィー電子顕微鏡を備えていることが最大の特徴であり、

さらにホログラフィー電子顕微鏡（３５０ｋＶ）とあわせて、これらの装

置を共用することを主な業務とする。担当責任者および実施担当のうち電

子顕微鏡技術者が大半をしめている。これには本事業以外を兼任するもの

も含まれる。また、実施担当は財務、渉外、事務などの業務を担当する。

必要がありかつ装置利用者の承諾が得られれば電子顕微鏡以外の計測技術

やシミュレーションのエキスパートのアドバイスを得ることも可能な環境

である。具体的な支援環境構築に関しては下記のとおりである。 

１．装置共用ユーザーである外来者の情報セキュリティを確保できるス

ペースの確保及び個室の準備完了。ネット環境、ドアロック、室内備品

(机・椅子等)等。 

２．取得した大容量画像データをユーザーがインターネット環境からＩ

Ｄとパスワードを取得してリモートアクセスできるシステムを、日立製作

所の原子分解能・ホログラフィー電子顕微鏡と国立大学法人九州大学（以

下「九州大学」という）の加速電圧３００ｋＶホログラフィー電子顕微鏡

に装備してある。ただし、ユーザーの利便性と効率を考えて上記システム

を利用するか否かは個別に判断する。 

代表機関はプラットフォームのインターネット窓口を開設し、ユーザー

からの申し込みを常時受け付ける。申し込みの内容が利用相談、技術相談、

技術補助、技術代行のいずれの利用形態に相当するものかを代表機関が判

断する。その際に必要に応じて実施機関に装置利用に約３ヶ月に一回の間

隔で締め切りを設け、そこまでに応募のあった課題を採択するか否か、ど

の実施機関の装置を使用するかについて代表機関が主催する運営委員会に

て審議する。また、結果を急ぐ課題に関しては必要に応じて臨時の会議を

開催して審議し採否及び実施機関の案を策定する。その案をアドバイザー
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として依頼した外部有識者に確認いただき、承認を受けたうえで決定しユ

ーザーに連絡するという段取りである。また、委員会ではそれぞれの実施

機関における課題の進捗状況共有も行う。また、いずれの利用形態でも事

前に申し出があれば非公開も可能とする。 

使用する装置の、ユーザーの要求する計測の仕様にもとづいて共用装置

の性能や特徴と利用者の利便性を総合的に判断して決定する。使用する装

置が決まった段階で原則としてその装置を保有する実施機関がユーザーの

対応をすべて行う。共用装置の使用料金は、装置共用を実施する各実施機

関の口座にそれぞれ直接振り込んでもらう形をとることとした。そうする

ことで、ユーザーは利用する装置を所有する機関とのみ直接やり取りをす

るだけですむこと、および、代表機関から実施機関口座への振込み手続き

が不要になるという二つの効率化が図れる。なお、各実施機関がユーザー

に発行する請求書や振込み証拠書類等の写しは代表機関がまとめて管理を

する。 

代表機関は、課題の募集や利用希望者からの問い合わせの窓口となり、

必要に応じて協力機関に技術的または運営上のアドバイスを求める。また、

相談を受けた利用課題において他のプラットフォームで取り組むのがふさ

わしい内容があった場合は、他のプラットフォームに紹介することも行う

予定である。 

なお、年間の利用課題目標件数について以下に説明する。本プラットフ

ォームで取り組む利用課題はそれぞれ独自の技術的な困難さを抱えたもの

が多く、計測方法の標準化が難しいため、計測準備や解析に多くの時間と

手間が必要である。一方で新材料開発において非常に重要な原子レベルの

電磁場分布が得られるという希少性と重要性があることを考慮して、他の

プラットフォームと比べて少ないのが現状である。利用課題目標件数が他

のプラットフォームと比較して少ない理由と対応策は以下のとおりである。

その理由は、ホログラフィー電子顕微鏡による計測の前準備に相当の経験

と手間が必要であること、さらに測定した生データ（ホログラム）を処理

して電場分布または磁場分布を求めるプロセスが煩雑であり、その自動化

が十分にはなされておらず長時間、熟練した技術者の作業を要することで

ある。この問題点への対応策として、これまでに共用・プラットフォーム

の利用課題に取り組んだ経験と、実施機関などで研究参画中のＣＲＥＳ

Ｔ・さきがけ複合領域 「計測技術と高度情報処理の融合による インテリ

ジェント計測・解析手法の開発と応用」での研究成果も適用する。これに

より、より効率的かつ迅速に利用課題をこなせるように努力する。 

また、平成３０年度は、前年度にいただいた引き合い案件が複数あるた
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め年度当初から課題に取り組むことが可能でありその観点からも利用課題

件数の増加が見込める。このような理由により、平成３０年度は４箇所の

機関をあわせて２０件を目標とする。 

 

③ワンストップサービスの設置 

プラットフォーム専用ホームページの維持管理と装置利用の申し込み・

問い合わせ窓口、研究実施に関する覚書締結などは代表機関で一本化する

ことで、利用者からのワンストップサービスとしての利便性を図る。なお、

前述の通り装置利用に関しての具体的な説明や、得られた結果の説明など

計測結果に関するすべての対応は利用した装置を所有する実施機関で行う

ため、装置利用料の支払い口座は実施機関ごとに設ける。 

 

④共用機器 

原子分解能・ホログラフィー電子顕微鏡（１．２ＭＶ） 

超高圧ホログラフィー電子顕微鏡（１ＭＶ） 

ホログラフィー電子顕微鏡（３５０ｋＶ） 

 

⑤人材育成 

若手研究者向けのセミナーの開催や、ユーザーが一定期間滞在して装置

を使用できる環境（宿泊設備やネット環境等）を準備して、世界最先端の

研究を担う若手研究者の育成に貢献する予定である。代表機関としてはそ

の企画のとりまとめを行い実施内容はホームページに掲載する。具体的な

取り組みに関しては各実施機関の特性に合わせた取り組みとなるので次項

の“実施機関としての業務”に記載する。 

なお、代表機関では平成２９年１１月から１年の予定で博士課程のイン

ターンシップ学生を受け入れている。電子線ホログラフィーの実習と、新

しいホログラフィー計測手法の研究に着手している。 

 

⑥ノウハウ・データの蓄積・共有、利用システムの標準化、技術の高度

化に向けた利用支援（利用と機器開発の連携拡大）等 

平成３０年度末には装置共用で得られた公開可能な成果をホームページ

に掲載し、それらをまとめた冊子を発行する予定である。 

利用システムの高度化に関しては、原子分解能・ホログラフィー電子顕

微鏡の大容量画像データをアップして、ライセンスされたユーザーが閲覧

できる専用クラウドシステムを立ち上げている。しかしながら、前述のよ

うに、ユーザーの利便性と効率を個別の課題ごとに考慮して上記システム
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を利用するか否かを判断する。 

また、装置利用テーマにおいて新たな機器開発の具体的課題を見出せた

場合は、装置メーカーや試料ホルダ専門メーカーなどと連携して開発提案

をできるようにメーカーとは密接な関係を維持していく。大規模な機器の

更新による装置機能向上は、装置開発に関する競争的資金や代表機関が実

施機関の独自開発予算を確保することで実施していく。 

 

⑦コミュニティ形成、国際的ネットワーク構築 

毎年の電子顕微鏡または応用先の材料に関する主要な学会において成果

発表を行っていく。平成３０年度は、ユーザー層の拡大のため日本顕微鏡

学会、日本金属学会など関連する学会での広報活動を実施予定である。さ

らに、日本顕微鏡学会の分科会が主催する会議を共催とする。これらの施

策によりコミュニティを拡大することで、新しいアイデアに基づいた装置

利用を探索していく予定である。なお、平成３１年５月または６月に一般

財団法人ファインセラミックスセンター（以下「ファインセラミックスセ

ンター」という）が主催する最先端の顕微鏡と理論計算に関する国際シン

ポジウム（The 6th International Symposium on Advanced Microscopy and 

Theoretical Calculations: ＡＭＴＣ－６）が計画中であり、当プラット

フォームとの共催を予定しており、必要に応じて平成３０年度からその準

備に着手する。 

 

（ⅱ）再委託機関（実施機関）としての業務 

【機関名：一般財団法人ファインセラミックスセンター】 

①利用支援体制の構築 

ファインセラミックスセンターが担当すると決定された課題について、

業務主任者と電子線ホログラフィーを専門とする実施担当で解析手法を検

討し、手分けして実験と解析を担当する。また、必要に応じて所内外の協

力者にも助言を受けながら結果の解釈と考察を行う。従来ファインセラミ

ックスセンターが技術相談や共同研究を受けてきた企業・大学との連携関

係を生かして本事業としての電磁場解析を発展させ、また、新規利用者の

開拓を図る。 

 

②共用機器 

加速電圧３００ｋＶホログラフィー電子顕微鏡 

 

③人材育成 
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電子線ホログラフィー技術を活用できる企業人を育成することを目的の

一つとして、以前から①出向社員の受け入れ、②オープンラボ制度（企業

の分析・解析業務のためにファインセラミックスセンターの電子顕微鏡を

活用していただく制度）による企業の電子線ホログラフィー活用の支援を

行っている。現在すでにこの目的のために企業から出向社員を受け入れ、

オープンラボ制度利用者を支援して、実験現場での技術指導を行っている。

少なくとも平成３０年度はこの状況を継続する予定である。講演会や講習

会などの座学だけではできない実践的技術指導を行い、企業で電子線ホロ

グラフィーを活用できる人材の確実な育成に貢献する。 

本事業を担当する博士研究員は、これまで本プラットフォームの仕事に

従事して電子線ホログラフィーの基本的理解、技術習得を完了し、研究成

果を十分挙げることができるようになった。今後さらに高感度位相シフト

電子線ホログラフィー技術、in situ 観察技術などの高度な技術を習得さ

せ、本プロジェクト業務の利用者の希望に応えられるように一層高いレベ

ルにまで育成する。 

 

④ノウハウ・データの蓄積・共有、利用システムの標準化、技術の高度

化に向けた利用支援（利用と機器開発の連携拡大）等 

担当した電磁場解析における経験を蓄積し最適な解析条件の標準化を図

り、解析業務の効率化と迅速化に役立てる。また、技術の普及と利用者の

拡大に活用する。 

 

⑤その他 

ファインセラミックスセンターでは平成２０年を第１回として、以降２

年に一度、最先端の顕微鏡と理論計算に関する国際シンポジウム

（International Symposium on Advanced Microscopy and Theoretical 

Calculations：ＡＭＴＣ）を主催してきた。このシンポジウムでは、電子

線ホログラフィーをはじめ収差補正電子顕微鏡や環境顕微鏡などの最先端

顕微鏡技術と理論計算を扱う世界トップクラスの国内外研究者を招き、最

新の研究成果の披露と活発な議論の場を提供している。本シンポジウムは

過去に５回開催されており、毎回１０カ国以上の海外研究者と１００件を

越える講演、２５０人以上の参加者があり、この分野では国内有数の国際

シンポジウムに発展している。次回の第６回ＡＭＴＣは、平成３１年６月

ごろ日本顕微鏡学会学術講演会と日程を連結して開催することを計画中で

ある。平成３０年度は次回開催に向けた準備（開催場所・日時の決定、招

待講演者の選定など）を進め、本プロジェクトとしての学術的成果の創出
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のために鋭意努力する。 

 

【機関名：国立大学法人九州大学超顕微解析研究センター】 

①利用支援体制の構築 

これまでに整えた利用支援体制を基盤として、３０年度の業務に取り組

む。具体的には、業務主任者が採択課題申請者と協議のうえ適切な実験計

画を立案するほか、課題の進捗状況の掌握、データ取り纏めに対する助言、

装置の維持管理状況の評価等にあたる。実施担当（本事業で雇用の学術研

究員）は、必要に応じて試料調製や予備的な電子顕微鏡観察を行うととも

に、電子線ホログラフィーに関わるデータ収集とその解析、並びにホログ

ラフィー電子顕微鏡のメンテナンス業務等を担当する。研究成果の取り纏

めに際しては、業務主任者と実施担当が共同で結果の解釈等にあたり、最

終的に課題申請者との十分な意見交換を設定する。物品購入契約等の事務

については実施機関の担当職員の支援のもとで常時的確な処理を進める。 

 

②共用機器 

加速電圧３００ｋＶホログラフィー電子顕微鏡 

 

③人材育成 

平成２９年１０月から本事業に参画した実施担当者*1)の技術向上とキャ

リア形成に引き続き注力する。まずは本事業の基軸である電子線ホログラ

フィーの学理と技術を一層深めるために、当該分野で実績のある日立製作

所、ファインセラミックスセンター、国立大学法人東北大学（以下「東北

大学」という）の研究者・技術者との交流機会を設定し、分離照射技術、

その場観察用の試料作製技術、位相再生技術、電子回折効果の考慮などに

ついて、実施担当者が知見を深める事を促す。一方、実施担当者が電子顕

微鏡の画像解析や像シミュレーションの実績を有する事を踏まえて、これ

らの技術を電子線ホログラフィーの分野に取り込み、本事業を契機とする

新しい解析プロセスの骨子を構築すると共に、実施担当者の学術的な実績

の蓄積に努める。このような取り組みを通して、本事業における研究支援

業務の裾野を大いに広げるとともに、それを通して実力と競争力に富んだ

若手を育成する。 

なお、九州大学の超顕微解析研究センターでは電子顕微鏡学の基礎・応

用に関わる技術講習会を年間１０回程度開設しており、学生のほか、学内

外の若手研究者・技術者に対する教育・育成活動に注力している。本プラ

ットフォーム事業の利用者にも講習会プログラムを周知し、希望者には受
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講の機会を提供する。 

*1)平成２９年６月～９月の期間は、当事者が九州大学大学院に在籍して

いたため、補助者（リサーチアシスタント）の立場で本事業に参画した。 

 

④ノウハウ・データの蓄積・共有、利用システムの標準化、技術の高度

化に向けた利用支援（利用と機器開発の連携拡大）等 

最近の九州大学の取り組みとして、電子線ホログラフィーの一種である

「暗視野電子線ホログラフィー」という技術の高度化を進めている。この

技術は従来、半導体デバイスなど一部の非磁性試料の結晶格子歪の解析に

対して、ごく限定的に使われていた。これまでの基盤的研究を踏まえて、

暗視野電子線ホログラフィーを永久磁石等の磁性材料にも適用可能となっ

てきたほか、電場・磁場の分布と結晶格子歪の計測を合わせた多面的解析

の手段として活用することを目指している。本プラットフォーム事業の課

題推進に際して、このような新手法の展開と技術・情報共有を推し量るこ

とを目指す。 

 

⑤その他 

九州大学と日立製作所が実施するＣＲＥＳＴ・さきがけ複合領域「計測

技術と高度情報処理の融合によるインテリジェント計測・解析手法の開発

と応用」の研究課題として、電子顕微鏡技術と情報処理技術の融合を進め

ている（今後、本プラットフォームを構成する東北大学、ファインセラミ

ックスセンターの研究者とも適宜連携・情報交換を行う予定）。同研究課

題では、電子線ホログラムを含めた画像データを大規模取得・解析するた

めの技術、或いはノイズの抑制に関わる技術の構築に取り組んでいる。こ

れらの要素技術は、段階的・将来的にプラットフォーム事業でも有効に活

用できるものと考えられる。プラットフォームという広範なニーズ・シー

ズを伴う事業との接点を経て、電子線ホログラフィーを基軸とする先端計

測と情報科学の分野間融合が一層深まり、本邦の強みとなる新分野の醸成

に資するものと期待される。 

 なお、装置の利用料金単価に関しては、他のプラットフォーム事業

（文部科学省ナノテクノロジープラットフォーム）で利用される九州大学

の学内装置と概ね同額としている。一方、共同利用施設としての活動を、

今後一層安定した形で継続することを視野に、九州大学・超顕微解析研究

センターでは電子顕微鏡設備の単価改定が検討されており、早ければ平成

３０年度後期から適用される。長期的視野での自立化、或いは組織基盤強

化を促す取り組みの一環として、加速電圧３００ｋＶホログラフィー電子
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顕微鏡の利用単価も改定対象となる可能性がある。ただし、改定によって

本プラットフォーム事業のアクティビティの抑制を招くことのないよう、

十分な配慮のもとに検討を進める。 

 

【機関名：国立大学法人東北大学多元物質科学研究所】 

①利用支援体制の構築 

日本電子(株)製の加速電圧３００ｋＶ分析電子顕微鏡ＪＥＭ－３０００

Ｆをホログラフィー観察に活用する。またこれまでに当研究所で開発され

た各種試料ホルダ：磁場印加ホルダを中心に、２探針ピエゾ駆動ホルダ、

光照射ホルダ、熱電子照射ホルダを活用し、共同研究に供する。電子線ホ

ログラフィーを専門とする実施担当（研究者）に加え、高い技術力を有す

る技術室からの支援を予定しており、実験計画の立案支援、データ収集、

データ解析支援等を行う。また、ホログラムやローレンツ顕微鏡像の解析

には学生の支援も得る。 

 

②共用機器 

 加速電圧３００ｋＶ分析電子顕微鏡 

 

③人材育成 

東北大学の加速電圧３００ｋＶ分析電子顕微鏡の実験補助と装置メンテ

ナンスに必要な人材は、東北大学・多元研の技術室に依頼している。様々

な研究内容に対応できるように、担当技術職員に対して事業担当者が電子

線ホログラフィーの基礎から応用までを指導し、専門的な情報を共有する。 

現在修学中の大学院生への研究指導を行っている。彼らには本プラット

フォームにて電子線ホログラムやローレンツ顕微鏡像の解析支援を依頼し、

その解析を通じて実践的な解析手法を習得させる。また、学部１年生に対

して試料加工とホログラフィー観察の基礎のセミナーを行い、電磁場解析

の重要性についての説明を行う。 

その他、５大学附置研究所による「ダイナミック・アライアンス」での

大阪大学産業技術研究所との共同研究、東北大学学際科学 フロンティア研

究所による「学際研究支援プログラム」などの共同研究の場に於いて、研

究討論を通じて電子線ホログラフィーの解説を行う。 

 

④ノウハウ・データの蓄積・共有、利用システムの標準化、技術の高度

化に向けた利用支援（利用と機器開発の連携拡大）等 

装置利用課題の経験を蓄積し試料準備やデータ解析法のノウハウを蓄積
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して、計測業務と解析業務の効率化と迅速化に役立てる。また、技術の普

及と利用者の拡大に活用する。 

 

⑤その他      

利用者との技術交流も含め連携を深めて今後の共同研究へ発展を目指す。

本プラットフォーム利用者側の透過電子顕微鏡技術者にも実験前に打ち合

わせに参加して頂き、また試料作製・予備観察等は利用者側で行って頂く

方針である。また、実験後には、プラットフォームで得られた結果の説明

会を利用者の施設で開催することを予定している。 

なお、東北大学では大学の装置利用を外部に公開する場合、その利用料

金は予測される維持管理・修理費を基に大学側で算定されており、プラッ

トフォームの利用料金もこれに準じたものとなっている。なお、プラット

フォームに利用している顕微鏡は研究所の共通機器の一つであり、最終的

には装置の運営は利用料金で行うようにするという方針が出された。この

方針に従い、昨年から(1)利用料金を改定すると共に、(2)数年毎に行われ

る高額なメンテナンス費に備えて利用料収入を次年度に繰り越すことを可

能にする、など、運営方法の改善が進められている状況にある。 

 

（ⅲ）協力機関の取組状況 

協力機関として理化学研究所創発物性科学研究センターは日立製作所と

共同で電子線ホログラフィーの研究開発を長年推進してきた。装置共用の

実施機関としては参画しないが、電子線ホログラフィー技術の発展のため

の必要に応じて技術的な協力が相互にできる体制にある。たとえば研究会

の共催や計測技術の課題解決などで協力する。 

もう一つの協力機関である大阪大学超高圧電子顕微鏡センターは超高圧

電子顕微鏡の共同利用に関して長年の実績があり運用上の多くのノウハウ

を蓄積していることから、主に運用面での各種アドバイスを頂く予定であ

る。 

 

２．２ 実施内容（代表機関） 

【機関名：株式会社日立製作所研究開発グループ基礎研究センタ】 

①プラットフォーム運営体制の構築 

1)プラットフォーム実施機関、協力機関、事業支援機関と連携するため

の取組 

代表機関のコーディネーターとそれを補助する実施担当、および業務主

任者でプラットフォームのリエゾン業務とコーディネーター業務をおこな
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った。それぞれの機関のサポート部門は、運営、広報、財務等の業務をサ

ポートした。運営委員会は、コーディネーター、各機関の業務主任者、担

当責任者および実施担当で構成され、プラットフォームの運営指針を決定

した。具体的には表１に挙げるように、代表機関と３つの実施機関との間

でおもに電話会議と電子メールを用いた。運営委員会の主要な役割として

課題審査があり、そこでは申請された装置利用課題の採択可否を技術的観

点で検討した採否案を、実施機関以外の有識者であるアドバイザー２名に

承認いただくことで決定した。なおこの表には個別の情報交換のためのや

りとりは含まない。下記の表ではファインセラミックスセンターをＪＦＣ

Ｃ、日立製作所を日立、九州大学を九大、東北大学を東北大と略す。 

 

 

表 1 平成３０年度に実施した運営委員会 

実施日 参加機関 実施形態 議題 

4/12 日立、JFCC 電話会議 利用申請実験に関する技術討論 

4/24 日立、JFCC、

九大、東北大 

メール 課題採否案決定 

5/11 日立、アドバ

イザー 

メール 4/24に決定した課題採否案の承認：

採択 10件、否 1件 

9/27 日立、JFCC、

九大、東北大 

メール 課題採否案決定 

9/27 日立、アドバ

イザー 

メール 9/27に決定した課題採否案の承認：

採択 2件 

10/31 日立、JFCC、

九大、東北大 

電話会議 中間審査で文科省へ提出する資料の

確認 

11/1 日立、JFCC、

九大、東北大 

メール 課題採否案決定 

11/1 日立、アドバ

イザー 

メール 11/1に決定した課題採否案の承認：

採択 3件 

11/13 日立、JFCC、

九大、東北大 

メール 課題採否案決定 

11/13 日立、アドバ

イザー 

メール 11/13 に決定した課題採否案の承

認：採択 2件 

12/6 日立、JFCC、

九大、東北大 

電話会議 中間審査の報告と非公開利用に関す

る成果公開猶予期間についての検討 

12/11 日立、JFCC、

九大、東北大 

メール 課題採否案決定 

12/13 日立、JFCC 電話会議 実験結果に関する技術的検討 

12/14 日立、JFCC、 メール 課題採否案決定 
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九大、東北大 

12/14 日立、アドバ

イザー 

メール 12/11 と 12/14 に決定した課題採否

案の承認：採択 3件 

 

理化学研究所創発物性科学研究センターと大阪大学超高圧電子顕微鏡

センターの二つの研究機関を協力機関とし、電子線ホログラフィーや超高

圧電子顕微鏡に関する技術面や装置利用課題の選定方法のような運営面に

関するアドバイスを必要に応じて受ける体制とした。協力機関の支援に関

しては、東北大学、九州大学の実施担当および事業担当が国立研究開発法

人理化学研究所（以下「理研」という）に出張し、電子線ホログラフィー

の技術上のディスカッションを実施した。 

 

２）他のプラットフォームと連携するための取組 

平成３０年度は他のプラットフォームとの連携が必要となる利用課題は

なかったので技術的な連携は行なわなかったが、９月５日～７日に幕張メ

ッセで開催されたＪＡＳＩＳの展示会場において他のプラットフォームの

担当者とプラットフォーム運用面の課題を共有した。また、１２月４日に

コーディネーター、業務主任者及び実施担当がＮＭＲプラットフォームの

理研 横浜地区で行われた連絡会議に参加し、共用プラットフォーム事業を

より利用者に浸透させるための施策を議論した。ポータルサイトの統一の

方策を検討していくことになった。 

 

②利用支援体制の構築 

リエゾン業務とコーディネーター業務を代表機関に置き、代表マネージ

ャー、コーディネーター、実施担当１名の合計３名で実施した。 

業務主任者（担当責任者、代表マネージャーを兼ねる）はプラットフォ

ームの運営と支援体制構築に関わる全体とりまとめを担当した。コーディ

ネーターおよび実施担当１名は、ホームページの管理、装置利用者への対

応、試料形状や加工法についての相談および計測試料の受け渡しの他の実

施機関との連携、会議の開催等、より具体的には、装置利用の申し込みに

対する窓口業務、申し込まれた課題の内容を検討する運営委員会（電話会

議や電子メールを含む）の設定と進行、仮決定された採択課題をアドバイ

ザーに承認いただく作業、ＪＡＳＩＳをはじめとする関連学会での広報活

動（具体的には、ホームページやパンフレットなどの広報ツール用コンテ

ンツの準備とそれらの制作業者への発注、学会での展示ブース申し込みや

各種研究会でのプラットフォームの紹介等）などを担当した。 
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また、具体的な支援環境は下記のとおりである。 

１．装置共用ユーザーである外来者の情報セキュリティを確保できるス

ペースの確保及び個室を完備した。ネット環境、ドアロック、室内備品

(机・椅子等)等である。 

２．取得した大容量画像データを実施機関とユーザーがインターネット

環境からＩＤとパスワードを取得してリモートアクセスできるシステムを、

日立製作所の原子分解能・ホログラフィー電子顕微鏡と九州大学の加速電

圧３００ｋＶホログラフィー電子顕微鏡に装備した。ユーザーの利便性と

効率を考えて上記システムを利用するか否かは個別に判断した。その結果、

平成３０年度は日立製作所と九州大学との間で技術情報を共有することだ

けに利用した。 

課題募集方法は、装置利用者の利便性を考慮して締め切りは設けずにい

つでも申し込みを受け付け、その都度運営委員会を電子メール会議により

実施して採択可否と実施機関の決定を行う方法に変更した。装置利用実施

の可否および、可の案件については技術補助か技術代行かいずれの利用形

態に相当するものかを運営委員会にて審議のうえで代表機関が判断した結

果すべてが技術代行であった。 

実施機関や利用装置の決定に際しては、ユーザーの要求する計測の仕様

にもとづいて共用装置の性能や特徴と利用者の利便性も総合的に判断して

決定した。そして、その案をアドバイザーとして委嘱した外部有識者にそ

の都度電子メールにて確認してもらい、承認を受けたうえで最終決定しユ

ーザーに連絡するという方法をとった。また、委員会ではそれぞれの実施

機関における課題の進捗状況共有も電子メールを用いて随時行った。また、

いずれの利用形態でも事前に申し出があれば非公開の案件も受け付けた。 

使用する装置が決まった段階でその装置を保有する実施機関がユーザー

の対応をすべて行った。共用装置の使用料金は、装置共用を実施する各実

施機関の口座にそれぞれ直接振り込んでもらう形をとった。そうすること

で、ユーザーは利用する装置を所有する機関とのみ直接やり取りをするだ

けですむこと、および、代表機関から実施機関口座への振込み手続きが不

要になるという二つの効率化が図れた。なお、各実施機関がユーザーに発

行する請求書や振込み証拠書類等の写しは代表機関がまとめて管理した。 

また、協力機関からのアドバイスを受ける際には、特に代表機関が間に

入らず、実施機関である国立大学法人東北大学と九州大学が理研から技術

的なアドバイスを直接受けた。また、平成３０年度は、相談を受けた利用

課題において他のプラットフォームで取り組むのにふさわしいものはなか

ったため、他のプラットフォームに紹介することはなかった。 
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実施機関としての日立製作所は、原子分解能・ホログラフィー電子

顕微鏡（１．２ＭＶ）と超高圧ホログラフィー電子顕微鏡（１ＭＶ）

の２台の超高圧ホログラフィー電子顕微鏡とホログラフィー電子顕微

鏡（３５０ｋＶ）の３台の装置を共用することを主な業務とした。担当

責任者および実施担当の大半は電子顕微鏡技術者であり、装置共用と

そのサポートを行った。実施担当には財務、渉外、事務などの業務を

担当するものも含む。なお、平成２９年度に熟練のデータ解析専任者と

して従事した実施担当が平成３０年３月で退職したため、業務効率の低

下を防ぐために、より高速なワークステーションをレンタルで導入す

るとともに平成３０年８月より新たな補助者を採用した。  

 

③ワンストップサービスの設置 

プラットフォーム専用ホームページの維持管理と装置利用の申し込み・

問い合わせ窓口、研究実施に関する覚書締結などは代表機関で一本化する

ことで、利用者からのワンストップサービスとしての利便性を図った。な

お、前述の通り装置利用に関しての具体的な説明や、得られた結果の説明

など計測結果に関するすべての対応は利用した装置を所有する実施機関で

行ったため、装置利用料の支払い口座は実施機関ごとに設けた。また、プ

ラットフォーム専用ホームページ 

（https://www9.hitachi.co.jp/atomicscale_pf/）は平成２９年度に引き

続き設置するとともに英語版を制作した。このホームページに問い合わせ

のメール atomic-scale@rdgml.intra.hitachi.co.jp や装置利用申し込み方

法を掲載した。このホームページのアクセス数は、平成３０年４月１日か

ら１２月２２日までに計 11607件で、特に９月以降は増え一日平均６０件

になった。コーディネーターは、プラットフォーム専用ホームページの維

持管理と装置利用の申し込み・問い合わせ窓口、研究実施に関する覚書締

結などを代表機関で一括に運営し、利用者から見てワンストップサービス

となるように運営した。すなわち、利用申し込みは代表機関のコーディネ

ーターが対応し、申し込み・問い合わせ、装置利用課題の内容のヒアリン

グ、研究実施に関する覚書締結など利用装置が決まるまでの対応をすべて

行った。利用装置が決定した後は各実施機関で対応者をあて、利用者への

サービスをワンストップで行った。 

 

④共用機器 

 代表機関の日立製作所が管理する代表的な共用機器は図１に示す二台

の超高圧ホログラフィー電子顕微鏡である。１．２ＭＶ原子分解能・ホロ

https://www9.hitachi.co.jp/atomicscale_pf/
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グラフィー電子顕微鏡は高加速化による高い透過能だけではなく、世界で

唯一超高圧電子顕微鏡用の収差補正器を内蔵することにより空間分解能の

面でも優れた性能を保持している。また、１ＭＶホログラフィー電子顕微

鏡は室温から極低温(～５K)に至る温度を安定に実現する試料冷却機構のほ

か、試料に対して任意の方位から磁場印加可能な機構を備えている。上記

二台の他、ホログラフィー電子顕微鏡（３５０ｋＶ）も共用機器として保

持している。 

 

 

⑤人材育成 

各実施機関で行われた、若手研究者向けのセミナーの開催や若手研究

者の育成の取り組みに関して、代表機関としてその企画をとりまとめ

てその実施内容をホームページに掲載した。 

また、代表機関では平成２９年１１月から平成３０年１１月まで１年間

博士課程のインターンシップ学生を受け入れた。電子線ホログラフィーの

実習と、新しいホログラフィー計測手法の研究を行い、その成果を日本顕

微鏡学会学術講演会と第１９回 International Microscopy Congress で口

頭発表し、論文は Applied Physics Letters に採択された。 

 

⑥ノウハウ・データの蓄積・共有、利用システムの標準化、技術の高度化

に向けた利用支援（利用と機器開発の連携拡大）等 

超高分解能の電磁場計測に関するノウハウの蓄積が着実に進んでいる。

このノウハウには、前述のＣＲＥＳＴ・さきがけ複合領域 「計測技術と
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高度情報処理の融合によるインテリジェント計測・解析手法の開発と

応用」の研究により蓄積した手法に関するノウハウも含まれる。また、

データの共有という観点では、平成３０年度に実施した利用課題の報告

をまとめた冊子を作成し、実施機関、アドバイザー、装置利用者に配布し

た。 

利用システムの高度化に関しては、原子分解能・ホログラフィー電子顕

微鏡の大容量画像データをアップして、ライセンスされたユーザーが閲覧

できる専用クラウドシステムを立ち上げた。前述のように、ユーザーの利

便性と効率を個別の課題ごとに考慮して上記システムを利用するか否かを

判断した結果、ユーザーとのデータ共有には使用せず、日立製作所と九州

大学とのデータ共有のみに利用できるような環境を整備し、九州大学側の

実施担当に利用方法の実習及び指導を実施した。 

また、装置利用テーマにおいて新たな機器開発の具体的課題を見出せた

場合は、装置メーカーや試料ホルダ専門メーカーなどと連携して開発提案

ができるようにメーカーとは密接な関係を維持した。平成３０年度には共

用装置である超高圧ホログラフィー電子顕微鏡（１ＭＶ）用に新たに電子

顕微鏡用高分解能デジタルカメラを日立製作所自主予算で導入した。また、

大規模な機器の更新による装置機能向上は、装置開発に関する競争的資金

や代表機関が実施機関の独自開発予算を確保することで実施していくこと

となるが、平成３０年度には新たな開発に着手することはなかった。本事

業よりも先行して平成２９年度に完成していた磁性薄膜の高分解能計測技

術は平成３０年度の利用課題にもそのまま適用可能であり、ナノメートル

レベルの薄膜中の磁束計測では利用者に満足頂ける成果が得られた。 

 

⑦コミュニティ形成、国際的ネットワーク構築 

平成３０年度は、ユーザー層の拡大のため平成３０年５月２９日～３１

日に福岡県久留米市で開催された日本顕微鏡学会学術講演会と平成３０年

９月１９日～２１日に仙台市で開催された日本金属学会秋季講演大会で

ポスター展示により広報活動を実施した。海外研究者の利用問い合わせが

あり、約款と申請書の英語版を作成した。ただし平成３０年度には海外か

らの利用申し込みは結果的にはなかった。また、干渉性の良い電子銃に関

する技術議論や、金属材料腐食メカニズム解明に電子線ホログラフィーが

活用できる可能性があるとのアドバイスをもらい、今後の応用展開に有意

義な機会となった。 

平成３１年２月２２日～２３日は、日本顕微鏡学会の分科会との共催で

国際ワークショップ「International Workshop of Ultra High-Resolution 



 

20 

 

Microscopy 2019 電子波による電磁場観察はどこまで高分解能化できるの

だろうか」を実施した。２２日は日立製作所基礎研究センタ鳩山サイトの

コンファレンスルーム、２３日はガーデンホテル紫雲閣（東松山市）を会

場とした。電子線による電磁場観察の高分解能化を主題として活発な議論

が交わされ、電子顕微鏡を用いた電磁場計測の手法の最前線の情報を交換

できた。参加者は６２名。海外からは３名の招待講演者を招いた。また、

実施機関であるファインセラミックスセンターの業務主任者による“電子

波干渉による電場・磁場の観察～その進歩と将来～”と題した基調講演、

同じく九州大学の業務主任者による電子線ホログラフィーを用いた材料科

学向け高感度計測に関する招待講演など、７名の招待講演者に発表いただ

いた。基調講演はチュートリアルの位置づけを持たせ日本語で、それ以外

の講演はすべて英語で行った。講演と質疑応答は講演者の了解を得られた

ものに関しては文字におこして記録にとどめた。図２はワークショップの

案内パンフレット、図３は講演会場での様子である。 
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図２ 国際ワークショップの案内パンフレット 
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図３ 日立基礎研究センタでのワークショップの様子（休憩中） 

 

 

⑧その他 

１）装置利用結果の件数と概要 

代表機関は、平成３０年度の利用課題の情報すべてを取りまとめたので

４実施機関で実施した課題の概要をこの項においてまとめて報告する。平

成３０年度の装置利用を前提とした相談は２２件、利用を前提としない技

術相談はゼロ件であった。実際に実施した利用課題は２０件である。また

非公開を希望する案件が４件あった。それら２０件の概要を表２に示す。 

平成２９年度は１０件であった利用件数を２０件に倍増できたことにつ

いて説明する。本プラットフォームで取り組む利用課題はそれぞれ独自の

技術的な困難さを抱えたものが多く、計測方法の標準化が難しいため、計

測準備や解析に多くの時間と手間が必要である。具体的には、ホログラフ

ィー電子顕微鏡による計測の前準備に相当の経験と手間が必要であること、

さらに測定した生データ（ホログラム）を処理して電場分布または磁場分

布を求めるプロセスが煩雑であり、その自動化が十分にはなされておらず

長時間、熟練した技術者の作業を要することである。この問題点への対応

策として、平成３０年度の利用課題に対して、これまでに共用プラットフ

ォームの利用課題に取り組んだ経験と、実施機関などで研究参画中のＣＲ

ＥＳＴ・さきがけ複合領域 「計測技術と高度情報処理の融合によるインテ

リジェント計測・解析手法の開発と応用」での研究成果を適用した。これ

により一定の効率化が図れ、課題に着手してから結果を出すまでの時間を

短縮することができた。加えて、平成２９年度後半に引き合い案件が複数
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あり、年度当初から課題に取り組むことができたということもあり、平成

３０年度は４箇所の機関をあわせて目標である２０件という平成２９年度

の２倍の利用課題をこなすことができた。 

 

表２ 平成３０年度に採択した装置利用課題 

番

号 

提 案 内 容  提案 

機関 

実施

機関 

受付日 

採択日 

1 酸化物半導体の拡散層及び接合層の電位分布解析

（その２） 

（概要）低消費電力・高速動作の特長を有し、高

精細ディスプレイへの応用が期待される酸化物半

導体（IGZO)を用いた薄型トランジスタデバイス

(TFT)内部の電位分布を電子線ホログラフィーに

よって観測する。 

東芝 

メモリ

（株） 

JFCC 5/1 

 

5/11 

2 強磁性／強誘電体ヘテロ界面によって誘起される

磁気状態の物理機構の究明（その２） 

（概要）磁性／強誘電体ヘテロ界面を創製し、そ

の界面を介して発現する磁気状態変化について原

子レベルで観察する。 

兵庫県

立大学 

JFCC 12/5 

 

5/11 

3 金属多層薄膜に生じたスキルミオンの観察（その

２） 

（概要）Pt/Co/Ta 多層膜に生じたスキルミオンを

電子線ホログラフィー法により詳細に観測し、磁

化特性（ネール型もしくはブロッホ型）の特定と

金属間相互作用を観察する。 

名古屋 

大学 

日立 4/3 

 

5/11 

4 非公開   日立 4/10 

 

5/11 

5 低次元強磁性体の磁化構造の観察（その２） 

（概要）低次元強磁性体特有の巨大な磁気揺らぎ

を観察し、転移点近傍での磁気渦の観察を試み

る。成功すれば、磁性体における Kosterlitz-

Thouless (KT) 転移の初めての実証となる。 

大阪府

立大学 

日立 4/13 

 

5/11 

6 GaN 半導体内部のドーパント濃度分布の計測（そ

の２） 

極低濃度（～1015cm-3）不純物領域を含む GaN 半

導体について、n++と n+境界の電位分布を電子線ホ

ログラフィーにより計測する。空乏層の厚みを考

慮すれば厚い（t～1.5μｍ）膜での観察が要求さ

れ、超高圧ホログラフィーTEM での観察が必要で

ある。  

産総研 日立 

JFCC 

4/19 

 

5/11 
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7 強磁性薄膜での磁気的相互作用の評価 

（概要）異方性ネオジム系ナノコンポジット磁石

膜についての磁気的相互作用（交換結合状態）

を、ハード磁性相とソフト磁性相を跨いだ測定結

果から磁束分布・磁束密度の評価を行い、両相の

磁気的な相互作用を考察する。 

山形 

大学 

九州

大学 

4/20 

 

5/11 

8 デバイス開発を目指した遷移金属酸化物の電位分

布観察（概要）仕事関数の異なる物質を接合させ

た際に生じる電荷移動と、それに伴って発生する

界面近傍での電位分布の変化を、電子線ホログラ

フィーで実測する。 

大阪 

大学 

九州

大学 

4/20 

 

5/11 

9 非公開   日立 4/23 

 

5/11 

10 高周波トランス用 MnZn フェライト磁区構造の観

察（その２） 

（概要）高周波トランス用 MnZn フェライト材の

磁区構造（静磁場、印加磁場状態）での違いを電

子線ホログラフィー、ローレンツ顕微鏡法により

観察する。 

（株）

トーキ

ン 

東北

大学 

4/23 

 

5/11 

11 楔形 GaAs p-n 接合試料を用いた電圧印加状態で

の定量電位計測 

（概要）電圧印可時の楔型 GaAs p-n 接合の電位

分布を定量的に計測し、電圧印加に伴う p-n 接合

の電位変化を評価する。 

古河 

電工

(株) 

JFCC 5/23 

 

9/27  

12 劈開試料を用いた p-n 接合領域の定量電位計測 

（概要）GaAs ウェーハ（ドーパント濃度 1018cm-

3）から劈開した薄膜試料を用いた p-n 接合の電

位分布の定量的計測。電圧印加に伴う p-n 接合の

電位変化を評価する。 

提案元は JFCC での実施を希望。 

古河 

電工

(株) 

JFCC 9/27 

 

9/27  

13 電子線ホログラフィーを用いた強誘電体の微細構

造解析 

（概要）一部の強誘電体で観測される”head-to-

head 型“、即ち電気分極を伴う特異なドメイン壁

の生成プロセスを理解するために、電子線ホログ

ラフィーを用いた微細構造の解析を行う。特に積

層欠陥や逆位相境界など、結晶学的な構造欠陥と

強誘電ドメイン壁との関係を明らかにする。 

九州工

業大学 

九州

大学 

10/7 

 

11/1  

14 電子線ホログラフィーを用いた有機無機ハイブリ

ッドナノ粒子の形態評価 

（概要）無機ナノ粒子と有機分子のハイブリッド

化により生成されたナノ粒子の材料機能解明をめ

ざし、有機分子系を入射電子に対する弱位相物体

と捉えて、電子線ホログラフィーによる位相観測

をもとに、有機系分子の形態評価を試みる。 

東北 

大学 

九州

大学 

10/31 

 

11/1  
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15 キラル磁性体に生ずるらせん状スピン配列の観察 

（概要）物質中の電磁場に起因する微小な電子線

偏向の高精度検出に着目し、高空間分解能での電

磁場精密解析法の研究開発を進める。電子線開き

角、光学系(カメラ長を含む)、検出方式などを多

角的に検討し、標準試料としてキラルらせん磁性

体 CrNb3S6 などを用い角度分解能を評価し、高精

度計測法としての潜在能力を引き出す。 

大阪府

立大学 

日立 10/25 

 

11/1  

16 非公開   JFCC 11/6 

 

11/13  

17 酸化物半導体の拡散層及び接合層の電位分布解析

（その 3）（概要）低消費電力・高速動作の特長

を有し、高精細ディスプレイへの応用が期待され

る酸化物半導体（IGZO)を用いた薄型トランジス

タデバイス(TFT)内部の電位分布を電子線ホログ

ラフィーによって観測する。被測定試料の最適化

による測定精度の向上を図る。 

東芝 

メモリ

（株） 

JFCC 11/12 

 

11/13  

18 半導体多層膜の電位分布観察 

（概要）電子線ホログラフィーを用いて有機半導

体多層膜試料内部の電位分布を試みる。 

機関名 

非公開 

JFCC 11/15 

 

12/14 

19 ZnO ナノワイヤー内部の電位分布観察 

（概要）ZnO ナノワイヤーおよびその表面に CuO

をコーティングした試料について、電子顕微鏡内

で光を照射し、ナノワイヤー内部（特に先端部

分）の電位分布に変化が生じるかどうかを実験的

に確認する。 

九州 

大学 

JFCC 11/28 

 

12/14  

20 非公開   東北

大学 

12/11 

 

12/14  

 

２）装置利用結果 

以下、上記２０件のうち公開可の案件１６件それぞれの結果について次

ページ以降に報告する。  

 

３）その他 

装置メーカーとの連携を維持し、共用機器の故障等によるダウンタイム

の最短化に努めることで、ユーザーの利便性向上を図った。 
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1. 酸化物半導体の拡散層及び接合層の電位分布解析（その２） 

課題提案機関: 東芝メモリ（株） 

課題実施機関：ファインセラミックスセンター 

結果概要：実際に流通している酸化物半導体デバイス内部のキャリア濃度分

布を、電子線ホログラフィーを用いてナノスケールで測定し、電極下と絶縁膜

下でキャリア濃度が異なると考えられる薄膜の内部電位差を見分けることが可

能かどうか判断することを目的とした。その結果、図４に示すとおり、電子線

ホログラフィーにより電極下と絶縁膜下の平均的なキャリア濃度の差に対応す

ると思われる位相差（内部電位差）を観察することができた。なお、課題名

“酸化物半導体の拡散層及び接合層の電位分布解析（その１）”は平成２９年

度末の段階では非公開課題であった。その内容は、ホログラフィー電子顕微鏡

で観察可能な試料の作成法確立であり、この課題はそれを踏まえて平成３０年

度に実施した。 

 

 
図４. (a)電子線ホログラム像、(b) 電位分布像（色の違いが電位の違いを表す） 
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２．強磁性/強誘電体ヘテロ界面に誘起される磁気状態の物理機構の究明

（その２） 

課題提案機関:兵庫県立大学  

課題実施機関：ファインセラミックスセンター 

結果概要：強誘電性 LiNbO3単結晶基板上に成膜した強磁性 Niナノワイヤー薄

膜は、基板の結晶方位によってナノワイヤー内の磁性が大きく変化することが

知られている。本課題では、Ni ナノワイヤー/LiNbO3 基板における磁場分布を

定量的に測定することを目指している。平成２９年度に実施した同タイトルの

課題（その１）では、ホログラフィー電子顕微鏡で観察可能な試料作成法を見

出すとことができた。平成３０年度はこの試料を電子線ホログラフィーにより

観察し、定量的な位相分布の検出を目指した。  

図５(a)は取得したホログラム像で、赤く囲まれた領域に Ni ナノワイヤーが

存在する。利用者へは青破線で示す拡大領域の位相再生像について説明したが

本書では割愛する。図６はそれから得られた位相像である。Ni ナノワイヤーが

存在する領域の位相が周辺の LiNbO3基板のみの領域のそれよりも 0.9 rad 程度

高くなっている。この位相差は主に Niナノワイヤーの電位により生じたものと

考えられ、磁区構造の存在を示すような Niナノワイヤー内の顕著な位相変化は

観測されなかった。本実験において Niナノワイヤーの磁区構造が観測されなか

ったのは、試料のチャージアップによる電場が Niナノワイヤー内の磁場より非

常に強かったためと推定し、試料のチャージアップ低減のためアモルファスカ

ーボンを試料の両面に蒸着した。しかしながらそれにより試料歪みが増大し、

その影響と思われるがやはり磁場の検出には至らなかった。試料に大きな歪を

もたらさずにチャージアップを防止する試料加工方法の開発が今後の課題とし

て見出せた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図５ Ni/LiNbO3試料のホログラム 図６ Ni/LiNbO3試料の再生位相像 
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３. 金属多層膜中に生じるスキルミオンの観測（その２） 

課題提案機関：名古屋大学 課題実施機関：日立製作所 

結果概要：磁性層/非磁性層の金属多層膜からなるディスク状試料にスキル

ミオンが生じていることを、超高圧ホログラフィー電子顕微鏡を用いて検証す

ることを目的とした。平成２９年度の同タイトル（その１）では、1ＭＶ超高

圧ホログラフィー電子顕微鏡によるローレンツ顕微鏡法（試料内部の磁化分布

を定性的に観察できる手法）でスキルミオンの存在が示唆された。平成３０年

度は、磁束を高精度に計測できるホログラフィー法によりスキルミオンの確認

に取り組んだ。その結果、磁場印加中（Ha=200 Oe、１Oe = 
1000

4𝜋
 A/m）において

面垂直成分の磁化が列状に連なるスキルミオンと考えられる観察結果が得られ

た。試料であるディスク状金属多層膜は SiNメンブレン(厚さ：10 nm)上に Pt(4 

nm)/Co(0.9 nm)/Ta(4 nm)を繰り返し５重に積み上げたものである（直径 2.5 μ

ｍ）。ローレンツ顕微鏡法で試料内に生じた磁化の有無を確認しながらホログ

ラフィー観察を行った。図７(a)では２か所（Ａ、Ｂ）の線状のコントラスト

像が観察されている。図７(b)にも対応する領域に色の変化が見られ、磁化状

態に何らかの変化を生じていることがわかる。ここで、Ａの線状コントラスト

の上下の領域では、磁化方向が変化しておらずＡは磁壁ではないと考えられる。

つまり、これらは膜面垂直成分の磁化=スキルミオンが列状に配列した像と考

えられる。一方、Ｂで示す線より下の領域はこれを境に磁化の方向が異なって

いるため磁壁と考えられる。ローレンツ顕微鏡法では両者の違いを判断するこ

とは難しいがホログラフィー像により、磁化分布の解析において有力な知見が

得られた。 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

４．非公開課題につき開示しない                                                                                             

(a) 

図７ 磁場印加中（H=200 Oe）の実験結果 
(a)ローレンツ像、(b)ホログラム再生磁区表示 (c) ホログラム再生磁束表示 

(c) 

(b) 



 

29 

 

５．低次元強磁性体の磁化構造の観察（その２） 

課題提案機関：大阪府立大学 課題実施機関：日立製作所 

結果概要： 特異的な磁気異方性をもつ低次元磁性体では転移温度以下で巨大

な磁気揺らぎを示すことが知られている。この現象は中性子線散乱実験などで

観測されており、Kosterlitz-Thouless によって提案された「２次元系におけ

るトポロジカルな新しい基底状態」との関連が論じられている。しかし低次元

物質が示す磁気構造の振舞いを詳細に観察した例はなかった。そこで、超高圧

ホログラフィー電子顕微鏡を用いて極低温下で低次元磁性体 K2CuF4 における磁

気渦構造の直接観測を試みた。なお、平成２９年度に同タイトルの（その１）

を実施し、観察試料の作成と極低温化での観察の実現性を確認済である。実験

には 1ＭＶホログラフィー電子顕微鏡に３次元磁場印加機構を取り付け、印加

磁場を固定して温度を掃引しながらローレンツ像を観察し温度の変化に対する

差分像を得た。図８の１２枚のパネルは 25 ガウスの面直磁場下で 5 Kから 7 K

を温度掃引した差分像である。(a)から(l)に進むに従い温度が上昇する。(e)

～(h)において左上に渦状の暗色コントラスト、右下に渦状の明色コントラス

トが見出される（矢印で図示）。昇温に伴い両者は融合して消失するようであ

る。極低温環境下で磁場を高分解能計測できる装置ならではの観察結果といえ

る。今後、温度依存性や外部磁場依存性のデータを蓄積して、未解明の K-T 転

移に関する詳細な物性の解明につながる重要な研究成果と考えられる。  

 

図８ ローレンツ像の差分像の温度依存性 （磁気転移温度近傍の昇温過程） 

(a) (b) (c) (d) 

(e) (f) (g) (h) 

(i) (j) (k) (l) 
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６. GaN 半導体内部のドーパント濃度分布の計測（その２） 

課題提案機関：産業技術総合研究所 

課題実施機関：ファインセラミックスセンター、日立製作所 

結果概要：GaN 系半導体はパワーデバイスや光デバイス材料として注目を浴

び実用化も進んでいる。デバイスを設計・作製する上で、ドーパントによるキ

ャリア濃度分布を評価することは極めて重要であり、加速電圧３００ｋＶの

TEM を用いた電子線ホログラフィーでドーパント(Si)濃度を段階的に変化させ

たモデル試料において、1017/1016atoms/cm3 のドーパントの違いまでを観察する

ことに成功していた。さらに濃度の低い 1016/1015 のステップは理論的に表面空

乏層が 300 nm 程度に拡がるので、少なくとも 700 nm 以上の厚い試料で観察す

ることが必須となる。300 keVの電子線では、300～400 nmの試料厚さまでしか

透過できないため、超高圧ホログラフィー電子顕微鏡（加速電圧：１ＭＶ）を

用いて、1016/1015 の位相差を検出することを目的とした。なお、平成２９年度

の課題において“GaN 半導体内部のドーパント濃度分布の計測”として実施し、

ドーパント濃度差と思われる位相差は検出できたものの、ステップ状の位相変

化として明確には計測できなかったため平成３０年度にあらためて試料作成か

らやり直して再挑戦した。図９は位相プロファイルと SIMS測定の結果を比較し

たグラフである。SIMS 測定の結果を基準にした各層の界面位置を図９に破線で

示す。各層でドーパント濃度が変化する近傍で位相が変化していることがわか

る。例えば、5×1017/5×1016 では、0.85 rad の位相差、5×1016/5×1015 では、

0.15 rad の位相差が検出できており、本研究の目的である 1016/1015の差を観察

することに成功した。  

 

図９ 位相プロファイルと SIMS測定の比較   
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７. 強磁性体薄膜での磁気的相互作用の評価 

課題提案機関：山形大学 課題実施機関：九州大学 

結果概要：硬磁性体と軟磁性体を組み合わせたナノコンポジット磁石では、

両者の交換相互作用を利用した最大エネルギー積(BH)max の向上が期待される。

本研究対象は Nd2Fe14B（硬磁性体）と Fe（軟磁性体）の交換結合を利用した多

層膜試料であり、両者の相互拡散を防ぐために Mo層を挿入している点に特徴を

有する。電子線ホログラフィーを通して以下の点を明らかにすることを目的と

し、Nd2Fe14B/Mo/Fe 積層磁石膜を集束イオンビーム装置で薄片化した試料を加

速電圧３００ｋＶホログラフィー電子顕微鏡で観察した。 

(1) Nd2Fe14B/Mo/Fe の３層からなる多層膜試料が示す磁区構造の特徴 

(2) 多層膜の結晶学的微細構造と局所的な磁束分布の対応関係 

図１０(a)に薄片化した試料から取得したホログラムを示す。ここから得た

位相像と試料を反転させて同様に取得したホログラムから得た位相像を差し引

くことでほぼ磁場情報のみを抽出した結果を図１０(b)に示す。等高線は磁束

の面内成分（入射電子の進行方向に積分された磁束成分）を表すことになる。

Nd2Fe14B/Mo/Fe 積層膜には、所々に渦状のパターンが観察される。事前に取得

した電子回折図形からは、本試料における Nd2Fe14B 結晶粒に強い配向性は見ら

れず、そのため軟磁性的な Feの結晶粒との磁気結合を通して、不完全ながらも

還流磁区の形態を局所的に作っているものと解釈できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１０ (a)取得した電子線ホログラム像 (b)ホログラム像から磁場情報のみを表示 

 

また、多層膜の結晶学的微細構造と局所的な磁束分布の対応関係を調べるた

め、暗視野像を取得し磁束分布像図１０(b)と対応させたが現時点では十分な

情報とはならなかった。配向性を含めた結晶学的微細構造については、今後、

さらにデータ収集を行う必要がある。  

 

(a) (b) 
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８. デバイス開発を目指した遷移金属酸化物の電位分布観察 

課題提案機関：大阪大学 課題実施機関：九州大学 

結果概要：二酸化バナジウム（VO2）は、室温近傍で金属－絶縁体相転移を示

すためスイッチング素子などのデバイス応用が期待されている。VO2の成膜は多

くの場合、格子定数が近い結晶性の基板を用いて行われている。これに対して

大阪大学の田中グループでは、成膜時の基板に六方晶窒化ホウ素（hBN）を用

いるというユニークな研究を行っている。この hBN/VO2 薄膜の材料学的研究を

進めるうえで、接合界面近傍の結晶学的微細構造や、界面領域での電位分布を

評価することが重要である。本研究では、同グループが新規に開発したhBN/VO2

薄膜試料の構造的特徴を透過電子顕微鏡法（TEM/STEM）と電子線ホログラフィ

ーを併用することで調べた。ここでは主に九州大学のホログラフィー電子顕微

鏡を利用した電位分布計測結果を報告する。図１１は集束イオンビームにより

薄片化した薄膜断面 TEM 像である。チャージアップ防止のコーティングを行い、

ホログラム像を取得して位相分布を求めたのが図１２、Ａ-Ｂ間の位相のプロ

ファイルが図１３である。VO2領域において hBN との界面に近い部分とカーボン

層に近い部分に大きな位相差(電位差)があ

る。TEM/STEM 像の観察においてもこの近傍

で薄膜の質が変化

していることが分

かっている。即ち

hBNとの基板から 20 

nm程度を境に VO2結

晶の存在形態に大

きな違いがあるこ

とが電子線ホログ

ラ フ ィ ー と

TEM/STEM いずれの

計測からも示された。なお、詳細な TEM

観察結果からは hBN (0002)面に対して

3°の方位ズレで単斜晶 VO2の(011)面が接

合し、界面近傍の VO2領域では 1 %の引張

歪が存在することも判明し、hBN を用い

た VO2の成膜法の研究に有用な知見が得ら

れた。  

図１１ hBN/VO2積層膜 

試料の断面 TEM像 

図 １２ 位相再生像（明るさが電位に

相当） 

図１３ 位相のＡ-Ｂラインプロファイル 

真空 
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９. 非公開課題につき開示しない 

                                                                                         

１０. 高周波トランス用 MnZn フェライト磁区構造の観察（その２） 

課題提案機関：(株)トーキン 課題実施機関：東北大学 

結果概要：高周波 MnZnフェライトは電源用トランスやチョーク用材料として

用いられる軟磁性材料である。外部磁場に対する磁壁の運動を理解することは

材料開発上重要である。平成２９年度は従来材である B40 材の静的磁場下での

磁区構造をローレンツ顕微鏡法、および電子線ホログラフィーで詳細に調べた。

平成３０年度は動的磁場下における磁壁の運動の、ローレンツ顕微鏡法による

その場観察を試みた。 

 集束イオンビーム法で作製された MnZnフェライト薄片を、３００ｋＶ透過電

子顕微鏡を用いてローレンツ顕微鏡法による磁区観察を行った。磁場印加ホル

ダーと電子線振り戻し用偏向磁極コイルに同期をとった交流電流を流す「交流

磁場印加システム」を活用することで、動的磁場下での磁壁の運動をローレン

ツ顕微鏡法で観察することができる。今回は動画の撮影時の交流電流として±

8 mT、0.5 Hz の三角波を用いた。動画は透過電子顕微鏡の小蛍光板に映った像

をビデオ撮影した。静磁場下での MnZnフェライト B40材のローレンツ顕微鏡像

（顕微鏡用の CCDカメラで撮影）を図１４に示す。外部磁場の強さは(a)画面右

方向に 8 mT、(b) 0 mT、(c)画面右方向に 8 mT である。図中の矢印は磁壁のコ

ントラストから判断した磁化の向きの一部を書き込んだものである。磁壁は部

分的に粒界にトラップされているが、一部は粒界と交差し、一つの磁区が粒界

を越えて形成している様子が観察されている。「交流磁場印加システム」によ

り動的磁場下での磁壁の運動を撮影し、磁区構造が連続的に遷移して図１４の

3 つの磁区構造を取る様子が観察され、磁壁と粒界の相互作用等を確認するこ

とができた。  

 

 

 

 

 

 

 

 

図１４ 静磁場下での MnZnフェライト B40材のローレンツ顕微鏡像 

外部磁場の強さは(a)画面右方向に 8 mT、(b) 0 mT、(c)画面右方向に 8 mT 
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１１. 楔形 GaAs p-n接合試料を用いた電圧印加状態での定量電位計測 

課題提案機関：古河電気工業（株） 

課題実施機関：ファインセラミックスセンター 

結果概要：位相シフト法を適用した電子線ホログラフィー（以降位相シフト

電子線ホログラフィーと記述）により、電圧印加時の GaAs p-n接合試料の内部

の電位を正確且つ高精度にその場計測できた。電子線ホログラフィーによる電

位計測では、p-GaAs と n-GaAs における活性層の厚さが異なることを考慮して

膜厚変化に伴う位相変化を定量的に解析する必要があることが分かっている。

そこで図１５のように試料を楔形に加工して厚さが連続的に変化する領域を計

測し解析することで試料内部の電位を正確に計測できるようにした。図１６

(a)は取得したホログラム像、(b)はそこから得た位相分布である。この結果を

もとに試料の厚さの情報を考慮して解析

した結果、ドーパント濃度が 1019 cm-3の

p-GaAs、n-GaAs のゼロバイアス時の内

部電位がそれぞれ 12.96 V、14.43 Vと

計測された。また、内蔵電位は 1.48 V

と計測された。この値は理論値 1.46 V

とほとんど一致している。また、図１７は–0.3 V から 0.3 V まで 0.1 V 刻みで

電圧印加した際の p-n 間電位差の変化である。両者は明瞭な線形関係を持ち傾

きが–1.00であることから全外部電圧がp-n接合に印加されている、すなわち、

他の層や界面における電圧損失は起こっていないことを示している。                                                                                         

図１５ 計測した楔形試料の概略図 

図１６(a)取得したホログラム像  

(b)得られた位相分布 

図１７ 計測された電圧印加による 

p-n間電位差の変化 
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１２. 劈開試料を用いた p-n 接合領域の定量電位計測 

課題提案機関：古河電気工業（株） 

課題実施機関：ファインセラミックスセンター 

結果概要：電圧印加時の GaAs p-n 接合試料(ドーパント濃度 1×1018 

atoms/cm3)の電位分布を位相シフト電子線ホログラフィーによりその場計測し

た。電圧印加・ホログラフィー観察用の薄膜試料は、図１８に示すように両面

に電極を蒸着したバルク試料の一部を収束イオンビーム(FIB)により加工する

ことで作製したものである。実験の結果、電圧印加に伴う p-n 接合の電位分布

変化を明瞭に観測することに成功した。図１９は、電圧印加に伴う p、n間の位

相差の変化をプロットしたものである。ゼロバイアス時のp、n間位相差は1.27 

rad と計測された。図１９より、p、n 間位相差が印加電圧と線形関係を示すこ

とがわかる。この電位分布変化を定量的に解析することで、本試料における p-

n接合の内蔵電位が 0.76 V と求められた。この値は、理論値(1.31 V)よりも小

さい。この実験値と理論値の差は、p-GaAs と n-GaAs における活性層の厚さが

異なることに起因していると考えられる。より正確に電位を計測するためには、

同一試料内で膜厚が変化する試料(例えば楔型に加工した試料)を用いて膜厚変

化に伴う位相変化を定量的に解析するなどの工夫が必要である。この手法に関

しては前述の 11. 楔形 GaAs p-n接合試料を用いた電圧印加状態での定量電位

計測 により期待通りの結果が得られている。 

 

 

  

図１８ GaAs p-n接合試料の模式図 
図１９ 電圧印加に伴う p、n間の位相

差（電位差に比例）の変化 
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１３. 電子線ホログラフィーを用いた強誘電体の微細構造解析 

課題提案機関：九州工業大学 課題実施機関：九州大学 

結果概要： HoMnO3をはじめとする六方晶系酸化物の特異な強誘電ドメイン壁、

即ち電気分極が“head-to-head”や“tail-to-tail”の形態で向かい合う（同

符号の電荷が界面に蓄積される）異常なドメイン壁を研究してきた。このタイ

プのドメイン壁は希土類元素を含む一部の六方晶系酸化物でのみ観察されてい

たが、最近六方晶系酸化物とは異なる(Ca、Sr)3Ti2O7 でも、“head-to-head”／

“tail-to-tail”型のドメイン壁が生じること、さらにはドメイン壁で局所的

に電気伝導率が高まることなどの興味ある物性が報告されている。(Ca、

Sr)3Ti2O7 の研究はまだ緒に就いた段階で、結晶学的微細構造と強誘電ドメイン

の対応関係を含め、詳細な評価が必要である。本課題では、電子線ホログラフ

ィーと透過電子顕微鏡法(TEM)/走査透過電子顕微鏡法(STEM)による微細構造解

析を併用し、(Ca、Sr)3Ti2O7 における逆位相境界並びに積層欠陥的な格子不整と、

強誘電ドメインとの相関を調べた。その結果、Ca2.46Sr0.54Ti2O7 を[010]方向から

環状暗視野走査透過電子顕微鏡（HAADF-STEM）で観測すると、図２０に示すよ

うに Ca原子コラム間に見かけ上原子密度が粗になるストライプ状の部分が観測

され、その積層に関わる不整と強誘電ドメイ

ンの形態には関係があることがわかった。電

子線ホログラフィーでこの格子不整領域を観

測すると、図２１に示すように位相変化のト

ビが確認された。その成因として、格子不整

に伴う原子密度の局所的な変化が考えられ

るが、これについては引き続き慎重な検討

が必要である。 

図２０ Ca2.46Sr0.54Ti2O7 の

(a)HAADF-STEM像(b)結晶構造の模式

図．(c)、(d)積層欠陥状の格子不整

を示す HAADF-STEM像． 

図２１ Ca2.46Sr0.54Ti2O7の(a)明視野像、(b)位相再生像、(c)X-Y線のラインプ

ロファイルで示される位相変化 
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 １４． 電子線ホログラフィーを用いた有機無機ハイブリッドナノ粒子の形

態評価 

課題提案機関：東北大学 課題実施機関：九州大学 

結果概要：半導体の CdSナノ粒子を液晶性有機高分子（Dendron）で修飾した

図２２の左図のようなコア・シェル型の構造を示す微粒子（CdS-Dend と呼ぶ）

を計測対象とした。CdS 微粒子は、紫外線照射による電子励起とそれに続く基

底状態への遷移に伴い発光する。その性質は CdS-Dendの状態でも観測される。

最近 Matsubara 等は、凝集した CdS-Dend（その配列には秩序がなくアモルファ

ス状態）にアニールを施すと、図２２右図のように粒子配列が規則化すること

を X 線・中性子を用いた散乱実験で実証した。興味深いことに、自己組織化し

た状態では Dendron の密度が一様でなく、同図に示すような粗密が生じる。実

際に規則化した粒子が作る“結晶”の空間群は P213 で、立方晶でありながら

FCC 構造などと比べて対称性が低い。材料機能としても、自己組織化させた試

料では紫外線照射によって励起した電子が周囲のデンドロンに遷移する機構が

発現し、発光特性が抑えられる。このように CdS-Dendの材料機能を理解するう

えで Dendron の存在形態、特に凝集した状態での Dendron の粗密性を評価する

ことは重要である。しかし有機物である Dendron はもともと透過電子顕微鏡

(TEM)像でもコントラストが弱く、上記の X線・中性子プローブの事例を除いて

は詳細な研究が行われていない。このため、本課題では弱位相物体とみなすこ

とのできる Dendron を電子線ホログラフィーによる位相の解析を通して評価す

ることを試みた。  

図２２ CdS-Dend の構造 

 

自己組織化前の CdS-Dend 凝集体をテトラヒドロフラン(THF)により分散し、

それをアモルファスカーボン支持膜上に滴下した試料を用いた。電子線ホログ
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ラムの収集は、九州大学の３００ｋＶホ

ログラフィー電子顕微鏡を用いて行っ

た。図２３に、支持膜上に分散させた

CdS-Dend粒子の高角度環状暗視野走査透

過電子顕微鏡（HAADF-STEM）像を示す。

コアである CdS粒子の平均粒径は 3.7 nm

程で、バルク結晶と同じく六方晶構造を

有していることがフーリエ変換パターン

（右上挿入図）等の解析でわかった。  

 CdS-Dend粒子を電子線ホログラフィー

で観察した結果について報告する。図２

４(a)に電子線ホログラム、図２４(b)は

その位相再生像を示す。図２４(a)にお

ける僅かなコントラストから、黄色い破線で示す位置に CdS-Dend粒子が存在す

ることがわかる。しかし位相再生像をみる限り、粒子に対応した位相変化を鮮

明に読み取ることはできない。ここでは、アモルファスカーボン支持膜自体が

位相変化を与える要因となるうえ、ホログラムを取得する際に（物体波だけで

なく）参照波も支持膜由来の位相変化を被る。その結果、小さな CdS-Dend粒子

に対して無視できない位相ノイズが重畳しており、解析が妨げられた。この問

題を解決するため、薄いグラフェンで試料を支持する取り組みと、統計数理的

な手法で支持膜由来のノイズを低減する取り組みを並行して進めている。この

点については、引き続き支援・研究を行っており、本研究対象の更なる解析、

特に有機物である Dendronの形態評価を試みる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２４ グリッド上に分散させた Cds-Dend 粒子のホログラムと位相再生像 

  

図２３ CdS-Dend粒子の HAADF-STEM像 

(a) (b) 
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１５．キラル磁性体に生ずるらせん状スピン配列の観察 

課題提案機関：大阪府立大学 課題実施機関：日立製作所 

結果概要：キラル磁性体中に生じた周期的磁気秩序構造を、超高圧ホログラ

フィー電顕を用いて観察した。本実験では微弱な散乱電子の検出が可能である

装置の特長を活用し、観察目的の磁気構造を実・逆の両空間画像を観察した。

本実験では表３に示す２種類のキラル磁性体を計測した。 

 

表３ 試料の転移温度、キラル磁気構造周期と散乱角度 

（加速電圧:１．２ＭＶ） 

試料 Tc[K] キラル磁気構造周期[nm] 電子線散乱角[μrad] 

CrNb3S6 ～130 ～48 ～15 

MnNb3S6 44.5 ～300 ～2.5 

 

FIB にて薄膜化した２種類の試料を液

体ヘリウムホルダに載置し、無磁場冷却

（Zero Field Cool:ZFC）状態で観察した

結果を図２５に示す（実験装置：１．２

ＭＶホログラフィーTEM）。両者とも

Fresnel法でのローレンツ像にてストライ

プ状の磁化構造が観察された(図２５(a)

及び(b))。図２５(b)に示した 90 nm程度

の間隔で観察された線状のストライプ状

磁区構造は Tc 以下の温度にて再現性良く

観察されており、こうした挙動を実空間

で観察した例は従来にない知見である。

これらの結果は高い空間分解能と角度分

解能を有するホログラフィーTEMならでは

の観察結果である。今回はキラル磁性体

の磁化構造の検出に留まる結果である

が、詳細な物性を解析するには今回の結

果に加えて温度依存性や外部磁場依存性

のデータを蓄積する必要があり、今後の

研究に期待される。 

 

 

  

(a)  

(c) 

T=86K、ZFC 

T=23K、ZFC 

[110] 

[001] 

図２５ 観察されたローレンツ像 

(a) CrNb3S6、(b) MnNb3S6 

(a) 

(b) 
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１６．非公開課題につき開示しない 

                                                                                            

１７．酸化物半導体の拡散層及び接合層の電位分布解析（その３） 

課題提案機関: 東芝メモリ（株） 

課題実施機関：ファインセラミックスセンター 

結果概要：実際の半導体デバイス内部のキャリア濃度分布をナノスケールで

測定する分析方法は限られている。電子線ホログラフィーは、シリコンや化合

物半導体でキャリア濃度に対応する内部電位が測定されてきた実績があり、デ

バイス構造のナノスケールでの観察が期待される。本研究では電極下と絶縁膜

下でキャリア濃度が異なると考えられる薄膜の酸化物半導体薄膜の内部電位差

の検出を目的に電子線ホログラフィー実験を行った。これまでの電子線ホログ

ラフィーではフーリエ変換法を用いた位相再生法により電位分布観察を行って

きたが、今回は位相シフト法を適用した電子線ホログラフィー（以降位相シフ

ト電子線ホログラフィーと記述）によりさらに詳細な観察が可能となった。 

厚さ調整や帯電対策などを行った断面試料を、最適化した測定解析条件で電

子線ホログラフィーを行った結果、キャリア濃度に対応すると思われる位相差

（内部電位差）を詳細に電子線ホログラフィー法で確認することができた(図

２６)。また絶縁膜下への低抵抗領域（高キャリア領域）の分布までがナノス

ケールで確認され、位相シフト電子線ホログラフィーが実デバイス構造の新規

半導体膜構造においても極めて有効な手法であることが分かった。 

 

 

図２６ (a) ホログラム像、(b) 電位分布像 
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１８. 半導体多層膜の電位分布観察 

課題提案機関: 非公開 

課題実施機関：ファインセラミックスセンター 

結果概要：有機半導体多層膜内部の電位分布を、位相シフト法を適用した電

子線ホログラフィーを用いて高精度な計測を行った。Si 基板上に成膜された

ITO (Indium Tin Oxide)／有機半導体２層／ITO／Alを観察した。通常の TEM像

では、２層のコントラスト差は非常に小さいが、電子線ホログラフィーを用い

ることで明瞭２層をマッピングすることに成功した。また、各層で電位の傾斜

が観察され、内部電場を計測することにも成功した。 

図２７(a)に、ITO／有機半導体 P層、N層／ITO部分の TEM像を示す。有機半

導体２層のコントラスト差は非常に小さく、この TEM 像からは各層の内部の構

造や電位分布はわからない。図２７(b)はホログラフィー電子顕微鏡で得た干

渉顕微鏡像で、局所的に干渉縞が曲がっていることがわかる。これをグレース

ケールで位相分布像としたのが図２７(c)である。P 層と N 層の違いが明瞭に観

察できている。また、N層は均質であるが、P層は元素組成または密度のムラに

相当するコントラストが観察されている。  

 

 

                                                                                            

  

(a) (b) (c) 

図２７ 有機半導体多層膜（２層）の(a)断面 TEM像、(b)干渉顕微鏡

像 (c) 再生位相分布像 

P層 

N層 

P層 

N層 

P層 

N層 
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１９. ZnO ナノワイヤー内部の電位分布観察 

課題提案機関：九州大学 課題実施機関：ファインセラミックスセンター 

結果概要：ZnO 系ナノワイヤーは、燃料電池に必要となる水素を製造するた

めの触媒として有望視されている。その特性を理解するために、ナノワイヤー

単体の機能をナノスケールで評価することが重要である。ZnO ナノワイヤーの

興味深い特徴として、照射する光の波長に従い、その透過率が大きく変化する

特性を持っており、ナノワイヤー内での電気的ポテンシャルが光照射によって

変化している可能性がある。そこで ZnO ナノワイヤーおよび CuO をコートした

ZnO ナノワイヤーについて、電子顕微鏡内で光照射を行い、電子線ホログラフ

ィーを用いてナノワイヤー内部の電位変化について、照射前後で比較すること

を目的とする。平成３０年度は、光照射電子線ホログラフィーの技術確立を目

指し、以下の上記の実験の準備として以下の二項目を実施した。 

１）TEM内光照射技術の開発 

TEM 内で試料に光照射するため、電圧印加用

TEM ホルダーに LED 素子を固定した。図２８

に、LED 素子を点灯させたときの写真を示す。

発光波長は約 560 nmである。LED素子自体を変

えることにより、発光波長を変えることが可能

である。図のように、TEM 試料を接地電極に固

定することで、TEM 内で LED の光を照射する技

術を確立した。 

２）TEM試料の作製 

 ZnO ナノワイヤーの走査

電顕像を図２９ (a)に示

す。たくさんのワイヤーが

絡まっていることがわか

る。これをエタノール中で

超音波洗浄機により拡散し

た後、その混濁液を TEM 観

察用のマイクログリッドに

滴下した。図２９(b)はそ

の TEM 像である。以上のよ

うに、TEM 内でナノワイヤーに光照射する前後で電子線ホログラフィー計測を

行える準備が整った。 

                                                                                           

２０. 非公開課題につき開示しない 

図２８ 電圧印加用ＴＥＭホルダー

の先端、ＬＥＤ点灯時  

図２９ (a) ZnO名のワイヤーの走査電顕像 (b)TEM試料グ

リッド上に配置された ZnO試料の TEM像 

(a) 



 

43 

 

２．３ 実施内容（実施機関） 

①利用支援体制の構築 

【機関名：一般財団法人ファインセラミックスセンター】 

ファインセラミックスセンターが担当すると決定された課題について、

業務主任者と電子線ホログラフィーを専門とする実施担当で解析手法を検

討し、手分けして実験と解析を担当した。また、必要に応じて所内外の協

力者にも助言を受けながら結果の解釈と考察を行った。古河電工（株）か

らの課題（表２の課題番号１１、１２）については、所外から半導体物性

理論に関する助言を、所内からサンプルの保存方法に関する助言を得た。

従来ファインセラミックスセンターが技術相談や共同研究を受けてきた企

業・大学との連携関係を生かして本事業としての電磁場解析を発展させ、

新規利用者の開拓を図った。平成３０年度においても、実施した課題に対

する半導体関連の企業や機関の利用者からの評価は良好であり、令和元年

度にも利用申請を受ける見通しである。 

 

【機関名：国立大学法人九州大学超顕微解析研究センター】 

これまでに整えた利用支援体制を基盤として平成３０年度の業務に取り

組んだ。具体的には、業務主任者が採択課題申請者と協議のうえ適切な実

験計画を立案したほか、課題の進捗状況の掌握、データ取り纏めに対する

助言、装置の維持管理状況の評価等にあたった。実施担当（本事業で雇用

した学術研究員）１名は、試料調製や予備的な電子顕微鏡観察を行うとと

もに、電子線ホログラフィーに関わるデータ収集とその解析、並びにホロ

グラフィー電子顕微鏡のメンテナンス業務等を担当した。研究成果の取り

纏めに際しては、業務主任者と実施担当が共同で結果の解釈等にあたると

共に、課題申請者との十分な意見交換の機会を設定した。物品購入契約等

の事務については実施機関の担当職員の支援のもとで常時的確な処理を進

めた。 

 

【機関名：国立大学法人東北大学多元物質科学研究所】 

これまでに当研究所で開発された各種試料ホルダ：磁場印加ホルダ

を中心に、２探針ピエゾ駆動ホルダ、光照射ホルダ、熱電子照射ホル

ダを活用し、共同研究に供した。電子線ホログラフィーを専門とする

事業担当と実施担当(各１名)に加え、高い技術力を有する技術室の実

施担当（１名）の支援を得て、実験計画の立案支援、データ収集、デ

ータ解析支援等を行った。学生（３名）によるホログラムやローレン

ツ顕微鏡像の解析業務を行った。（学生３名はアドミニストレイティ
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ブ・アシスタントとして雇用した）。 

 

②共用機器 

【機関名：一般財団法人ファインセラミックスセンター】 

加速電圧３００ｋＶホログラフィー電子顕微鏡 

試料ステージが上下二段あるダブル試料ステージでバイプリズムを４本

装備しており、目的に合わせたフレキシブルな光学系が設定できる。また、

低温冷却、高温加熱、電圧印加、雰囲気遮断等特殊試料ホルダーを装備し

ている。 

 

【機関名：国立大学法人九州大学超顕微解析研究センター】 

加速電圧３００ｋＶホログラフィー電子顕微鏡 

観察対象や研究目的に応じて加速電圧を１００ｋＶ、２００ｋＶ、３０

０ｋＶの各条件に設定可能。二箇所の試料挿入位置を使い分けて、無磁場

状態、磁場印加状態のいずれかの条件で試料を観察できる。試料に対する

加熱、冷却（液体窒素を用いた冷却）、電圧印加を実施可能。永久磁石材

料など、金属磁性材料の観察に有効なホログラム収集条件（レンズデータ）

を整備している。 

 

【機関名：国立大学法人東北大学多元物質科学研究所】 

加速電圧３００ｋＶホログラフィー電子顕微鏡 

各種試料ホルダを使い分けることで、試料に対し外部磁場、電流プロー

ブ、光照射、熱電子照射、温度コントロール等を行うことができ、その場

観察に適した仕様になっている。他機関の電子顕微鏡にない特徴として、

動的磁場下における磁壁の運動をローレンツ顕微鏡法でリアルタイムに観

察できるシステムを組んでいる。 

 

③人材育成 

【機関名：一般財団法人ファインセラミックスセンター】 

電子線ホログラフィー技術を活用できる企業人を育成することを目的の

一つとして、以前から①出向社員の受け入れ、②オープンラボ制度（企業

の分析・解析業務のためにファインセラミックスセンターの電子顕微鏡を

活用していただく制度）による企業の電子線ホログラフィー活用の支援を

行っている。この目的のために企業から出向社員を受け入れ、オープンラ

ボ制度利用者を支援して、実験現場での技術指導を行ってきた。平成３０

年度もこの状況を継続した。講演会や講習会などの座学だけではできない
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実践的技術指導を行い、企業で電子線ホログラフィーを活用できる人材２

名の確実な育成に貢献した。 

本事業を担当する博士研究員は、これまで本プラットフォームの仕事に

従事して電子線ホログラフィーの基本的理解、技術習得を完了し、研究成

果を十分挙げることができるようになっていた。平成３０年度はさらに高

感度位相シフト電子線ホログラフィー技術、in situ 観察技術などの高度

な技術を習得させ、本事業の利用者の希望に応えられるように一層高いレ

ベルにまで育成できた。 

 

【機関名：国立大学法人九州大学超顕微解析研究センター】 

平成２９年１０月から本事業に参画した実施担当*1)の技術向上とキャリ

ア形成に引き続き注力した。まず本事業の基軸である電子線ホログラフィ

ーの学理と技術を一層深めるために、当該分野で実績のある日立製作所、

ファインセラミックスセンター、東北大学の研究者・技術者との交流機会

を設定した。日立製作所の研究者との交流は、平成３０年１０月４日、お

よび１２月６日に、九州大学において実施された。ファインセラミックス

センターと東北大学の研究者との交流は、平成３１年２月２２日の国際ワ

ークショップ（於：日立製作所）の機会を利用して実施された。これらの

交流を通して、分離照射技術、その場観察用の試料作製技術、位相再生技

術、電子回折効果の考慮などについて、実施担当が知見を深める事を促し

た。また実施担当が電子顕微鏡の画像解析や像シミュレーションの実績を

有する事を踏まえて、これらの技術を電子線ホログラフィーの分野に取り

込み、本事業を契機とする新しい解析プロセスの骨子構築を進めたほか、

実施担当の学術的な実績の蓄積に努めた。その成果は、国立大学法人大阪

大学（以下「大阪大学」という）の提案課題「デバイス開発を目指した遷

移金属酸化物の電位分布観察」に関連する、同提案グループと実施担当者

の共著論文（Scientific Reports, vol.9, 2857, 2019）にも活かされてい

る。このような取り組みを通して、本事業における研究支援業務の裾野を

大いに広げるとともに、それを通して実力と競争力に富んだ若手の育成を

推進した。 

上記の取り組みのほか、九州大学の超顕微解析研究センターにおいて、

本事業に関わる電子顕微鏡学の技術講習会を年間１０回開設し、学生のほ

か学内外の若手研究者・技術者に対する教育・育成活動を行った。なお本

事業の利用者にも講習会プログラムを周知したが、平成３０年度はプラッ

トフォーム利用者の講習会受講はなかった。 

*1)平成２９年６月～９月の期間は、当事者が九州大学大学院に在籍して
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いたため、補助者（リサーチアシスタント）の立場で本事業に参画した。 

 

【機関名：国立大学法人東北大学多元物質科学研究所】 

東北大学の加速電圧３００ｋＶ分析電子顕微鏡の実験補助と装置メンテ

ナンスに必要な人材は、東北大学・多元研の技術室に依頼した。様々な研

究内容に対応できるように、事業担当が実施担当に対して電子線ホログラ

フィーの基礎から応用までを指導し、専門的な情報を共有した。 

修学中の大学院生３名への研究指導を行った。彼らには本プラットフォ

ームにて電子線ホログラムやローレンツ顕微鏡像の解析支援を依頼し、そ

の解析を通じて実践的な解析手法を習得させた。また、学部１年生６名に

対して試料加工とホログラフィー観察の基礎のセミナーを行い、電磁場解

析の重要性についての説明を行った。 

その他、５大学附置研究所による「ダイナミック・アライアンス」での

大阪大学産業技術研究所との共同研究、東北大学学際科学 フロンティア研

究所による「学際研究支援プログラム」などの共同研究の場に於いて、研

究討論を通じて電子線ホログラフィーの解説を行った（人・環境と物質を

つなぐイノベーション創出 ダイナミック・アライアンス平成３０年度エ

レクトロニクス物質・デバイスＧ１分科会：平成３０年１０月２９日～３

０日、於・倉敷せとうち児島ホテル）。 

 

④ノウハウ・データの蓄積・共有、利用システムの標準化、技術の高度化

に向けた利用支援（利用と機器開発の連携拡大）等 

 

【機関名：一般財団法人ファインセラミックスセンター】 

担当した電磁場解析における経験を蓄積し最適な解析条件の標準化を図

り、解析業務の効率化と迅速化に役立てた。また、技術の普及と利用者の

拡大に活用した。具体的には、観察サンプルごとに異なるホログラム撮影

の最適条件（ダブルバイプリズムによる電子レンズの電流値、バイプリズ

ムへの印加電圧、位相シフトの手法など）を蓄積し、種々の観察サンプル

に対応できるホログラム撮影条件標準データ集とした。また、位相シフト

解析ソフトの導入により、ホログラフィー観察の高分解能化を図りユーザ

ーの要求に応えられるようになった。 

また、古河電工の課題（p-n接合解析）の解析結果は半導体のホログラ

フィー解析のモデルと言うべき典型的な解析例であったため、論文，学

会、等で広く公表することにより、産業技術総合研究所、東芝メモリなど
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新規な研究機関・企業からの利用申請を受けて解析を実施することにつな

がった。 

 

【機関名：国立大学法人九州大学超顕微解析研究センター】 

最近の九州大学の取り組みとして、電子線ホログラフィーの一種である

「暗視野電子線ホログラフィー」という技術の高度化を進めており、平成

３０年度もその高度化を実施した。この技術は従来、半導体デバイスなど

一部の非磁性試料の結晶格子歪の解析に対して、ごく限定的に使われてい

た。これまでの基盤的研究を踏まえて、装置面では劣化していた蛍光板を

更新し、暗視野電子線ホログラフィーを永久磁石等の磁性材料にも適用可

能な状態としたほか、電場・磁場の分布と結晶格子歪の計測を合わせた多

面的解析の手段として活用することに取り組んだ本事業の課題推進に際し

て、これらの新手法の展開と技術・情報共有を推進した。具体的には、国

立大学法人山形大学の提案課題「強磁性薄膜での磁気的相互作用の評価」

において、磁性薄膜における歪情報と磁場情報の分離を行うための手法と

して、暗視野電子線ホログラフィーの活用を試みた。提供された試料はサ

ブミクロンスケールの結晶粒からなる多結晶試料のため、想定以上に歪情

報の解析・解釈が難しい状況であった。本件については令和元年度以降も

引き続き検討を行う。 

 

【機関名：国立大学法人東北大学多元物質科学研究所】 

装置利用課題の経験を蓄積し試料準備やデータ解析法のノウハウを

蓄積して、計測業務と解析業務の効率化と迅速化に役立てた。また、

装置共用における実験結果解析ソフトウェアのライセンスを更新した。 

更にローレンツ顕微鏡法像から磁壁幅を解析する課題においては、

計測結果から磁壁幅を算出する手法の改良を行い、短時間で効率的に

解析作業が行えるようにした。なお、大容量の実験データをユーザー

へ提供するためにポータブルハードディスクを使用した。また、技術

の高度化の一環として「回折現象の位相シフトへの影響」を動力学的

回折理論を用いて検証し、その結果を 19th International Microscopy 

Congress （ 平 成 ３ ０ 年 ９ 月 ９ 日 ～ １ ４ 日 、 於 ： シ ド ニ ー ） 、

International Workshop of Ultra High-Resolution on Microscopy 

2019（平成３１年２月２２日～２３日、於：鳩山町・東松山市）の二

つの国際会議で発表することで技術の普及と利用者の拡大に活用した。 

 

⑤その他 
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【機関名：一般財団法人ファインセラミックスセンター】 

ファインセラミックスセンターでは平成２０年を第１回として、以

降２年に一度、最先端の顕微鏡と理論計算に関する国際シンポジウム

（ International Symposium on Advanced Microscopy and 

Theoretical Calculations：ＡＭＴＣ）を主催してきた。このシンポ

ジウムでは、電子線ホログラフィーをはじめ収差補正電子顕微鏡や環

境顕微鏡などの最先端顕微鏡技術と理論計算を扱う世界トップクラス

の国内外研究者を招き、最新の研究成果の披露と活発な議論の場を提

供している。本シンポジウムは過去に５回開催されており、毎回１０

カ国以上の海外研究者と１００件を越える講演、２５０人以上の参加

者があり、この分野では国内有数の国際シンポジウムに発展している。

次回の第６回ＡＭＴＣは、令和元年６月１４日～１５日に名古屋市で

開催することを決定し、本事業を通じて得られた学術的成果も発表す

る計画で準備を着手した。また、本年６月１６日～１９日に名古屋市

で開催される日本顕微鏡学会第７５回学術講演会では、学会の設立７

０周年記念特別企画の一つとして国際シンポジウム（日独セミナー）

が開催される。このセミナーは本事業の業務参加者の一部もオーガナ

イザーとしてその企画立案・実施運営に貢献しており、電子線ホログラ

フィーのセッションも予定されている。本事業の研究成果も発表される運

びになっている。平成３０年５月２９日～３１日に福岡県久留米市で開催

された日本顕微鏡学会学術講演会および平成３１年２月２２日～２３日

に行われた、International Workshop of Ultra High-Resolution on 

Microscopy 2019（於：鳩山町・東松山市）では、本事業担当者による

口頭発表はじめ材料、電子顕微鏡分野の研究者を交えた議論を行い情

報収集の場として活用できた。 

 

【機関名：国立大学法人九州大学超顕微解析研究センター】 

九州大学と日立製作所他が実施するＣＲＥＳＴ・さきがけ複合領域「計

測技術と高度情報処理の融合によるインテリジェント計測・解析手法の開

発と応用」の研究課題として、電子顕微鏡技術と情報処理技術の融合を進

めている。平成３０年度は、本プラットフォームを構成する日立製作所、

東北大学、ファインセラミックスセンターの研究者とも有用な連携・情報

交換を行った。同研究課題では、電子線ホログラムを含めた画像データを

大規模取得・解析するための技術、或いはノイズの抑制に関わる技術の構

築に取り組んでおり、平成３０年度も当該研究が進められた。このうちノ

イズ抑制に関わる一部の技術を、平成３０年度の本事業で活用することを
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試み、その有効性を確認することができた。 

平 成 ３ １ 年 ２ 月 ２ ２ 日 ～ ２ ３ 日 に 行 わ れ た 、 International 

Workshop of Ultra High-Resolution on Microscopy 2019（於：鳩

山町・東松山市）では本事業担当者による口頭発表はじめ材料、電子

顕微鏡分野の研究者を交えた情報収集の場として活用できた。 

 

【機関名：国立大学法人東北大学多元物質科学研究所】 

利用者との技術交流も含め連携を深めて今後の共同研究へ発展させた。

具体例として、MnZn フェライトの磁区構造評価の課題では、これまでは外

部磁場に対する磁区構造変化に注目してきたが、現在は、試料温度に対す

る磁気特性変化の測定へと研究を展開させる準備を進めている。 

なお、東北大学では大学の装置利用を外部に公開する場合、その利用料

金は予測される維持管理・修理費を基に大学側で算定されている。プラッ

トフォームで利用している顕微鏡は研究所の共通機器の一つであり、装置

の運営は大学側で算定した利用料金で行うようにするという方針が出され

ている。この方針に従い、平成２９年度に（１）利用料金を改定すると共

に、（２）数年毎に行われる高額なメンテナンス費に備えて利用料収入を

次年度に繰り越すことを可能にするなど、運営方法の改善が進められたの

でそれに従った。なお、平成３０年度は良好なホログラフィー観察像を得

る目的で、電子線バイプリズムの更新のほか共用機器付属の空気コンプレ

ッサーの修理を実施した。また、事業実施中に試料冷却ホルダの冷却性能

の劣化が見られたが、早期の修理（装置メーカーへ引き取り）を図りユー

ザーへの影響を回避することができた。 

平 成 ３ １ 年 ２ 月 ２ ２ 日 ～ ２ ３ 日 に 行 わ れ た 、 International 

Workshop of Ultra High-Resolution on Microscopy 2019（於：鳩

山町・東松山市）では本事業担当者による口頭発表はじめ材料、電子

顕微鏡分野の研究者を交えた情報収集の場として活用できた。 

 

２．４ 協力機関の取組状況 

協力機関として理研創発物性科学研究センターは日立製作所と共同で

電子線ホログラフィーの研究開発を長年推進してきた。平成３０年度

は九州大学と東北大学がホログラフィーに関する技術的な議論を実施

するとともに技術的アドバイスを受けた。九州大学は、平成３０年７

月３日に、磁石材料のデータ収集に有用な分離照射技術についてアド

バイスを受けるとともに、データ解析に関わる助言を得た。東北大学

は５月１７日～１８日、６月１３日～１５日に実施担当者(２名)が理
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研（鳩山町）にて低温でのホログラフィー観察実験を行い、ノウハウ

を学んだ。但し、旅費は他予算から支弁した。 

もう一つの協力機関である大阪大学超高圧電子顕微鏡センターは超高圧

電子顕微鏡の共同利用に関して長年の実績があり運用上の多くのノウハウ

を蓄積していることから、主に運用面での各種アドバイスを頂く予定であ

ったが、平成３０年度は特に新たな運用面でのアドバイスを求める必要は

生じなかった。 

 

Ⅲ．フォローアップ調査項目  

３．１ 分野融合・新興領域の拡大について 

Ⅱ．２．２ 実施内容（代表機関）【機関名：株式会社日立製作所

研究開発グループ基礎研究センタ】⑧その他 の項目の１）装置利用

結果の件数と概要 において以下のように記載されている。『平成３

０年度の利用課題に対して、これまでに共用プラットフォームの利用

課題に取り組んだ経験と、実施機関などで研究参画中のＣＲＥＳＴ・

さきがけ複合領域 「計測技術と高度情報処理の融合による インテリジ

ェント計測・解析手法の開発と応用」での研究成果を適用した。これ

により一定の効率化が図れ、課題に着手してから結果を出すまでの時

間を短縮することができた。』。また、ＣＲＥＳＴ・さきがけ複合領

域 「計測技術と高度情報処理の融合によるインテリジェント計測・解

析手法の開発と応用」に関しては、Ⅱ．２．３ 実施内容（実施機関）

⑤その他 の【機関名：国立大学法人九州大学超顕微解析研究センター】

の項目にも記載がある。その他に、ファインセラミックスセンターでは

「先端技術育成研究」と呼ぶ財団の財源を使った自主研究を実施している。

平成３０年度には「高度情報処理技術を用いた電子顕微鏡データの解析

に関する探索研究」と題するテーマで情報科学的手法を駆使した電子

顕微鏡画像の高精度高感度解析に関する研究を進めた。この中で開発

した手法を電子線ホログラフィーに応用すると、今までは解析不可能

であった高ノイズのホログラムから高い精度で電場や磁場の解析がで

きることが明らかになり、本事業にも応用する予備的実験を行い良好

な結果を得た。今後は適宜本事業に活用していきたいと考えている。ま

た九州大学では、平成３１年１月１８日に開催された日本学術振興会水素

機能解析技術第１９０委員会（於：九州大学）、ならびに平成３１年１月

２４日に開催された触媒材料系の研究会「先端計測に学ぶ材料開発の指針」

（於：千葉大学）において、電子線ホログラフィーの対象分野拡大を視野

に、本事業の紹介を行った。研究会の参加者はそれぞれ約５０名、約３０
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名程度であった。  

 

３．２ スタートアップ支援について 

ファインセラミックスセンターでは、日立ハイテクノロジーズからの出

向研究員に本事業の電子顕微鏡解析を担当してもらいながら、将来帰社し

た後は会社で活用できるように高度なホログラフィー技術を習得してもら

い、育成した（令和元年度も継続中）。 

九州大学では、スタートアップ期にある若手研究者の支援として、本事

業で雇用する学術研究員１名（平成２９年度１０月採用）に対するキャリ

ア形成に取り組み、II.平成３０年度の実施内容／２．３実施内容／③人材

育成の項に記す実績を収めた。また表３の１３項目に記載の国立大学法人

九州工業大学の実施課題「電子線ホログラフィーを用いた強誘電体の微細

構造解析」については、研究グループの強化と優れた成果の発表を行って

いる提案者に対して、新たに電子線ホログラフィーの利用機会を提供し、

更なる展開を支援する形となった。 

 

３．３ 共同研究・受託研究について 

本プラットフォームにて取り組む装置利用課題は、当初から広い意味で

の共同研究的な取り組みが必要であると認識しており、実際、平成３０年

度に取り上げた課題はいずれもそのような取り組みが必要であった。具体

的には電子線ホログラフィーで試料の微小領域電磁場情報といった所望の

情報を引き出すためには、単に電子が透過するように薄膜化するだけでは

なく、膜厚の均一性や帯電防止のためのコーティングなどの工夫が必要で

あり、利用者との技術的な詳細な議論が必要であった。個別の装置利用課

題の具体的な取り組み方法とその内容および実績については、Ⅱ．平成３

０年度の実施内容の ⑧その他の ２）装置利用結果 の項目に記載した。 

また、３．１ 分野融合・新興領域の拡大について に記載した、ＣＲＥ

ＳＴ・さきがけ複合領域「計測技術と高度情報処理の融合による インテリ

ジェント計測・解析手法の開発と応用」は、九州大学、日立製作所および

大阪大学の三社の共同研究である。また、同様に３．１に記載した、ファ

インセラミックスセンター自主財源による「高度情報処理技術を用いた電

子顕微鏡データの解析に関する探索研究」もファインセラミックスセンタ

ーと大手電機メーカーとの共同研究で実施した。  

 

３．４ 試作機の導入・利用による技術の高度化について 

平成３０年度、計測手法や解析手法に関しては、“試作された機器”
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の導入に関して該当案件はないが、Ⅱ．２．２ 実施内容（代表機関）

【機関名：株式会社日立製作所研究開発グループ基礎研究センタ】⑥ノ

ウハウ・データの蓄積・共有、利用システムの標準化、技術の高度化に向

けた利用支援（利用と機器開発の連携拡大）等 およびⅡ．２．３ 実施

内容（実施機関）④ノウハウ・データの蓄積・共有、利用システムの

標準化、技術の高度化に向けた利用支援（利用と機器開発の連携拡大）

等の項目に記載したように、代表機関日立製作所独自の開発により、また

代表機関日立製作所と実施機関九州大学および大阪大学との共同研究によ

り生まれた計測手法および解析手法を一部の利用課題に導入して有効な結

果を得た。 

 

３．５ ノウハウ・データ共有について 

Ⅱ．２．２ 実施内容（代表機関）【機関名：株式会社日立製作所研究

開発グループ基礎研究センタ】⑥ノウハウ・データの蓄積・共有、利用シ

ステムの標準化、技術の高度化に向けた利用支援（利用と機器開発の連携

拡大）等、および、Ⅱ．２．３ 実施内容（実施機関） ④ノウハウ・デ

ータの蓄積・共有、利用システムの標準化、技術の高度化に向けた利用支

援（利用と機器開発の連携拡大）等、に実施機関ごとに記載した。 

 

３．６ 技術専門職のスキル向上・キャリア形成について 

Ⅱ．２．２ 実施内容（代表機関）【機関名：株式会社日立製作所研究

開発グループ基礎研究センタ】およびⅡ．２．３ 実施内容（実施機関） 

③人材育成 の項に記載した。 

 

３．７ 利用アンケートについて 

平成３０年度、利用アンケートという形では意見収集は行わなかった。

なお、半導体関係企業の装置利用者からは、「このような薄膜内部の磁束

分布を高分解能で計測できることをこれまで知らなかった。自分たちの開

発にとって非常に有効であった。」との評価をいただいた。また、同様に

半導体関係企業からは「デバイス内部の電位分布をこんなにはっきり可視

化できることを知らなかった。令和元年度もぜひ活用したい」との希望を

いただいている。 


